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１．環境生活部の組織（令和４年４月１日） 
 
  

総務班                        総務課  

人事班                        企画情報室 

政策室                                        大気騒音振動研究室 

環境影響評価・指導班                  廃棄物・化学物質研究室 

                          水質環境研究室 

                                                   地質環境研究室 

大気指導班                     

大気規制班                 企画調整班 

大気監視班         生涯スポーツ室 

特殊公害班         ちばアクアラインマラソン準備室 

自動車環境対策班  

                                      

                           施設・調整班 

               競技スポーツ班 

水質指導・規制班 

浄化槽班                    企画調整班      庶務課 

水質監視班                  文化振興班      普及課 

湖沼浄化対策班       学芸振興室      学芸課 

地盤沈下対策班 

地質汚染対策班 

                                    庶務部   庶務課 

                                          教育普及課 

自然環境企画班                        企画調整課 

                  施設管理班                    自然誌    地学研究科 

生物多様性センター                ・歴史    動物学研究科 

鳥獣対策班                    研究部    植物学研究科 

狩猟・保護班                                            歴史学研究科 

                                                                             大利根分館  

                                                                   大多喜城分館 

資源循環企画室                                         資料管理研究科 

環境保全活動推進班                               生態･環境 生態学・環境研究科 

                                           研究部  環境教育研究科 

                          分館海の博物館 

企画調整班                                         

エコオフィス・次世代自動車推進班             

                                     庶務課 

                                    普及課 

指導企画班                      学芸課 

ヤード対策班                      

残土・再生土対策班                   

産業廃棄物指導室                 庶務課 

監視指導室                    学芸課 

 

 

交通安全対策室 

防犯対策推進室 

消費者安全推進室 

暴力団排除推進室 

                    

 

            県民活動推進班 

            ＮＰＯ法人班 

子ども・若者育成支援室 

環境政策課 環境研究センター 

大気保全課 

水質保全課 

自然保護課 

環境生活部 
 
部長 

スポーツ・文化

局長 

生活安全・有害

鳥獣担当部長 

次長 

次長 

次長(局担当) 

環境対策監 

循環型社会推進課 

廃棄物指導課 

県民生活課 ※ 環境生活部の事業は、総務部の組織である地域振興

事務所及び県土整備部の組織である土木事務所の一部

においても実施されている。 

くらし安全推進課 消費者センター 

スポーツ・文化局 

競技スポーツ振興課 

温暖化対策推進課 

文化振興課 美術館 

中央博物館 

現代産業科学館 

関宿城博物館 

生涯スポーツ振興課 
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２．令和４年度 環境生活部の施策及び予算 

 

（１）令和４年度 環境生活部の施策 

① 地球温暖化対策の推進 

本県においては、平成28年（2016年）９月に「千葉県地球温暖化対策実行計画」、  

平成30年（2018年）３月に「千葉県の気候変動影響と適応の取組方針」を策定して、  

温室効果ガスの排出抑制と気候変動への適応の両面から地球温暖化対策に取り組んで  

います。 

一方、国では、令和３年５月に地球温暖化対策推進法を改正し、2050年カーボン   

ニュートラルを基本理念として位置づけるとともに、同年10月には、国の地球温暖化対策

計画及び気候変動適応計画を改定し、2030年度の温室効果ガス削減目標を2013年度比  

26%から46%削減に引き上げたところです。 

そこで県としては、本年度、国の計画見直しや国内外の動向、社会情勢の変化等を  

踏まえ、実行計画及び取組方針を統合する形で改定することとしており、専門家や関係 

団体、市町村等の意見も伺いながら、新たな削減目標及び取組等、計画の具体的な内容に

ついて検討します。 

また、脱炭素社会の実現を図るためには、あらゆる主体がこれまで以上に温暖化対策を

実施していく必要があることから、県としては、県自ら率先して温室効果ガスの排出量 

削減に取り組むとともに、改めて県民や事業者に温暖化対策の必要性や既存技術でできる

有効な対策等を周知啓発し、脱炭素社会への転換を促していきます。 

地球温暖化対策は、県民の生活だけではなく、商工業や農林水産業など、経済活動と 

密接に関係していることから、環境保全と経済成長の好循環につながるよう、庁内の推進

体制を整備し全庁で取り組んでいきます。 

 

② 循環型社会の構築 

循環型社会の構築に向けて、廃棄物の発生を抑制（リデュース）するとともに、廃棄物

になったものについては環境への負荷の低減に配慮しつつ、できる限り再使用    

（リユース）、再生利用（リサイクル）及び熱回収といった適正な循環的利用を、県民、

事業者、国、県、市町村等で協力して推進します。 

３Ｒに努めても、なお発生する廃棄物については、事業者等に対し適正な処理の指導を

行います。特に、令和４年度に処分期限を迎えるＰＣＢ使用安定器については、期限内の

処分に向け、保管事業者に対する処分指導を徹底します。 

さらに、産業廃棄物の不法投棄を根絶するため、県民や市町村などとの連携による監視

や取締りの強化に努めます。 

有害使用済機器の適正な保管等の確保のため、市町村と連携し、監視や指導に努めます。 

再生土の埋立て等については、平成31年４月に施行された再生土条例に基づき、適正な

埋立てを確保するため、監視や指導に努めます。 

建設残土については、不適正な埋立てを防止するため、市町村などとの連携による監視

や指導の強化に努めます。 

自動車部品のヤードについては、これまでに把握したヤードの実態を踏まえ、    

警察と密に連携しながら、不法自動車ヤードの一掃を目指します。金属スクラップ等の 
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ヤードについては、関係機関と連携して適正な保管を指導します。また、条例による規制

も含めた対策を多角的に検討していきます。 

 

③ 豊かな自然環境と大気・水環境の保全 

本県は、緑豊かな房総丘陵、九十九里浜をはじめとした美しい海岸線、東京湾に   

残された貴重な干潟、様々な動植物が生息・生育する里山・里海など、豊かで多様な自然

に恵まれている一方、首都圏に位置し、経済活動も活発に行われています。 

本県の大気・水環境は、改善傾向にあるものの、光化学スモッグ注意報の過去10年間の 

平均発令回数は、9.3日と依然多い状況にあり、令和２年度の水質の環境基準達成率も

72.9%と全国の88.8%を下回っています。 

また、地盤沈下については、全体的には沈静化の傾向にあるものの、九十九里地域など 

一部の地域においては、いまだ沈下が継続しています。 

さらに、成田空港や羽田空港等に発着する航空機の騒音も問題となっています。 

今後とも、県民のかけがえのない財産である自然公園などを保全するとともに、県内外

の人たちが豊かな自然とふれ合えるための取組を進めます。 

良好な大気・水環境を保全するため、継続した監視を行い、環境を汚染する物質の  

排出者に対する指導や排出量を削減するための取組を推進するとともに、地盤沈下を防止

するため、地下水及び天然ガスかん水の採取を抑制する取組を推進します。 

騒音の少ないくらしを確保するため、自動車騒音の継続した監視を行うとともに、  

航空機騒音については固定測定局での常時監視を実施し、騒音軽減のための取組を推進 

します。 

 

④ 野生生物の保護と適正管理 

野生生物の絶滅や個体数減少の原因としては、生息地などの環境の変化、外来生物や 

特定の鳥獣の著しい増加による生態系への影響が考えられますが、さらに、もともと  

希少な種については、盗掘・密猟も無視できない影響を及ぼしています。 

一方、飼育していた動物の放棄、捕獲の担い手の減少や耕作地の放棄などにより生じた

外来生物や有害鳥獣の増加は、生態系への影響ばかりでなく、農業や生活にも問題を  

生じさせています。 

このため、ミヤコタナゴ、シャープゲンゴロウモドキ、ヒメコマツなどの絶滅が危惧 

されている希少な動植物の保護・増殖に取り組むとともに、本県の豊かな自然環境と  

生物多様性の重要性について理解の促進を図るため、普及啓発に努めます。 

また、アカゲザル、キョン、カミツキガメなど、生態系へ悪影響を及ぼし、県民生活や 

農林業等に被害を与える特定外来生物については、根絶に向けて、集中的な防除に   

取り組みます。 

さらに、農林業等に甚大な被害を及ぼし、生活被害や生態系への悪影響をもたらす、 

イノシシ、ニホンジカ、ニホンザルなどの有害鳥獣については、適正管理に必要な生息 

状況調査や市町村等への支援等に取り組みます。 
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⑤ 犯罪の起こりにくい社会づくりと被害者等支援の充実 

県内の刑法犯認知件数は、平成15年以降、19年連続で減少していますが、殺人・強盗 

などの重要犯罪や高齢者を狙った電話ｄｅ詐欺の認知件数等は全国的に見て高水準に  

あります。 

そのため、関係機関等と連携して、地域の犯罪情勢に即した総合的な犯罪抑止対策を 

推進するとともに、ＳＮＳ等による情報発信・広報啓発活動を積極的に実施し、地域の 

防犯力の向上を図ります。 

また、犯罪被害者等は、ある日突然に生命、財産、心身などに直接的な被害を受ける 

だけでなく、被害直後から様々な対応が必要となることに加え、周囲の人からの配慮に 

欠けた言動等の二次的被害に苦しめられることもあり、総合的かつ継続した支援が必要と

されています。 

犯罪被害者等が再び平穏な生活を送れるよう、関係機関と連携を強化し、支援の充実を

図るとともに、県民や事業者が犯罪被害者等の状況や支援の必要性を理解し、社会全体で

犯罪被害者等を支える意識の醸成を図ります。 

 

⑥ 交通安全県ちばの確立 

県内の令和３年中の交通事故発生状況は、発生件数・負傷者数は一昨年と比べて減少 

しました。死者数も121人と一昨年より７人減少しましたが、都道府県別では依然として 

交通事故多発県となっています。 

県民一人ひとりが交通安全に対する意識を高め、交通ルールを守り、交通マナーを実践 

するよう、関係機関・団体などと協力し、広報啓発活動や交通安全教育を実施します。 

交通事故が多発している箇所では、関係機関などが共同して行う現地診断等により、  

事故発生原因の分析等を行います。 

また、高齢者の事故が多いことを踏まえ、高齢者が交通事故に遭わないための取組や 

高齢者に交通事故を起こさせないための取組を強化するとともに、自転車の安全利用を 

更に徹底するための対策や横断歩道上における事故を防止する対策等に取り組みます。 

さらに、昨年６月28日に八街市で発生した、５人の小学生が死傷した飲酒運転事故を 

受け、より一層の飲酒運転の根絶に向けた環境づくりに取り組みます。 

 

⑦ 消費生活の安定と向上 

令和２年度に、県・市町村に寄せられた消費生活相談は、54,530件で、依然として多く

の相談が寄せられています。 

近年では、大手通販業者を騙る、身に覚えのない料金未納の通知が送られてきたと  

いった架空請求や、利用していない有料コンテンツに係る不当請求に関する相談が多く 

寄せられるなど、消費者トラブルが後を絶ちません。 

そのため、県民が安全で、安心な消費生活を送ることができるよう、市町村の消費生活

相談体制の充実に向けた支援や市町村と県消費者センターとの連携の強化を進めると  

ともに、消費生活相談窓口の周知を図ります。 

また、関係機関とともに消費者の自立を支援し、家族や地域での見守りを促進するため

の消費者教育や情報提供などの事業を推進するとともに、悪質事業者に対する指導を強化

します。 
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⑧ 県民活動の推進 

少子高齢化の進行や個人志向の高まりなどにより、地域コミュニティの機能の低下が 

懸念されている中、県民が自発的に地域の様々な課題の解決を図り、地域社会をより豊か

にしていこうとする社会貢献活動、すなわち「県民活動」の重要性が年々高まっています。 

このため、県民活動への理解や参加の促進、市民活動団体等の基盤強化等の支援、  

地域の様々な主体と市民活動団体等の連携・協働の促進に取り組んでいきます。 

 

⑨ 青少年問題の健全育成 

少子高齢化、核家族化、雇用形態の多様化、経済的格差の進行など、青少年を取り巻く

環境が大きく変わるとともに、青少年問題も多様化・複雑化しています。 

社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者に対して、状況に応じた支援を 

行うとともに、非行や被害の防止と、立ち直りを支援します。 

また、多様化する青少年問題に的確に対応するため、家庭・学校・地域が連携し、  

社会全体で子ども・若者の成長を支える社会づくりに取り組みます。 

さらに、青少年が安全に安心してインターネットを利用できるよう、関係機関・団体と

連携した広報・啓発の充実と、青少年にとって良好な環境の整備に努めます。 

 

⑩ スポーツの振興 

ライフスタイルやライフステージに応じて多様なスポーツに親しむことは、健康で  

活力ある生活を送り、互いに支え合うコミュニティの形成につながっていきます。 

多くの県民が日常的にスポーツを楽しめるようにするため、スポーツ施設の整備や  

総合型地域スポーツクラブに対する支援などの環境整備を行っていくほか、障害のある 

なしに関わらず、誰もが分け隔てなく一緒に楽しむことができるよう、パラスポーツの 

普及・振興にも取り組んでいきます。 

また、本県には、豊かな自然環境の中で楽しめるマリンスポーツや、隔年で開催され 

多くの方々に参加いただいている「ちばアクアラインマラソン」といった、多くの   

スポーツ資源があります。こうしたスポーツ資源を活用し、スポーツツーリズムなどを 

実施することで、人と物の交流を生み、地域の活性化につなげていきます。 

 

⑪ 文化芸術の創造 

文化芸術は、県民が真にゆとりと潤いを実感できる心豊かな生活を実現していく上で、

欠かせないものであり、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業など社会の  

あらゆる分野と関わり、地域社会の発展と県民の活力を高めていく貴重な財産です。 

障害の有無や年齢、性別に関わらず、あらゆる人々が文化芸術を享受するために、  

美術館や博物館、劇場、音楽堂等、様々な場での機会の提供や学校教育における文化芸術

活動の充実など、文化芸術にふれ親しむ環境づくりを行うとともに、地域の伝統文化が 

次世代へ継承され、地域活性化につながる取組を行います。 

また、本県固有の歴史・文化・豊かな自然、東京2020オリンピック・パラリンピック 

競技大会により得られたレガシーなど、多様な「ちば文化」の強みを生かしたブランド化

を進め、文化的魅力の認知度向上に取り組むとともに、幅広い分野との連携を強化し、 

伝統の継承と創造の拠点である美術館・博物館等の機能を充実させ、文化芸術を生かした

まちづくりや観光・産業等様々な分野での文化芸術の活用を推進します。 
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（２）令和４年度環境生活部関係予算 

千葉県予算額（一般会計） 2,177,265,127 千円 

環境生活部予算額 12,973,273 千円 (構成比 0.6%） 

(各課内訳） 
（単位：千円、%） 

 

令和４年度

6月補正後予算 最終予算 対当初 対最終

Ａ 国庫支出金 その他 一般財源 Ｂ Ｃ Ａ／Ｂ Ａ／Ｃ

4,520,310 2,163 129,261 4,388,886 3,261,015 3,117,281 138.6 145.0

人 件 費 4,410,503 106,149 4,304,354 3,126,683 3,005,181 141.1 146.8

事 業 費 109,807 2,163 23,112 84,532 134,332 112,100 81.7 98.0

423,860 31,226 56,673 335,961 442,951 392,813 95.7 107.9

人 件 費 28,586 2,743 71 25,772 33,768 27,236 84.7 105.0

事 業 費 395,274 28,483 56,602 310,189 409,183 365,577 96.6 108.1

987,425 3,520 27,505 956,400 837,237 792,018 117.9 124.7

人 件 費 13,710 33 13,677 14,019 13,563 97.8 101.1

事 業 費 973,715 3,520 27,472 942,723 823,218 778,455 118.3 125.1

1,197,112 341,958 70,967 784,187 1,293,995 1,126,464 92.5 106.3

人 件 費 39,158 4,221 34,937 37,996 40,452 103.1 96.8

事 業 費 1,157,954 341,958 66,746 749,250 1,255,999 1,086,012 92.2 106.6

122,465 64,203 10,900 47,362 454,373 543,414 27.0 22.5

人 件 費 3,147 8 3,139 3,184 2,954 98.8 106.5

事 業 費 119,318 64,203 10,892 44,223 451,189 540,460 26.4 22.1

382,672 343,805 38,867

人 件 費 3,877 9 3,868

事 業 費 378,795 343,796 34,999

464,149 197,569 266,580 558,503 521,282 83.1 89.0

人 件 費 113,628 838 112,790 112,906 112,943 100.6 100.6

事 業 費 350,521 196,731 153,790 445,597 408,339 78.7 85.8

577,460 88,813 1,587 487,060 622,046 572,296 92.8 100.9

人 件 費 172,230 7,215 481 164,534 196,434 190,698 87.7 90.3

事 業 費 405,230 81,598 1,106 322,526 425,612 381,598 95.2 106.2

99,072 480 516 98,076

人 件 費 6,995 15 6,980

事 業 費 92,077 480 501 91,096

326,272 6,653 97,998 221,621

人 件 費 289 289

事 業 費 325,983 6,653 97,998 221,332

1,425,039 93,598 1,331,441

人 件 費

事 業 費 1,425,039 93,598 1,331,441

2,447,437 6,487 375,147 2,065,803

人 件 費 71,654 5,084 66,570

事 業 費 2,375,783 6,487 370,063 1,999,233

1,525,790 1,483,731

人 件 費 7,565 7,573

事 業 費 1,518,225 1,476,158

407,769 254,503

人 件 費 2,486 2,486

事 業 費 405,283 252,017

1,110,885 1,034,159

人 件 費

事 業 費 1,110,885 1,034,159

12,973,273 545,503 1,405,526 11,022,244 10,514,564 9,837,961 123.4 131.9

人 件 費 4,863,777 9,958 116,909 4,736,910 3,535,041 3,403,086 137.6 142.9

事 業 費 8,109,496 535,545 1,288,617 6,285,334 6,979,523 6,434,875 116.2 126.0

生涯スポーツ振興課【新設】

競技スポーツ振興課【新設】

文化振興課【新設】

合　　　計

（旧）県民生活・文化課【改組】

（旧）開催準備課【廃止】

（旧）事前キャンプ・大会競
技支援課【廃止】

県民生活課【改組】

自然保護課

区分

令和３年度 対前年度比

財源内訳

環境政策課

大気保全課

水質保全課

循環型社会推進課

温暖化対策推進課【新設】

廃棄物指導課

くらし安全推進課
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（３）各課の施策概要 

 

環 境 政 策 課 

 

 

 

１．環境保全対策調整事業 

（1）千葉県環境審議会の運営 888千円 

環境保全に関する基本的事項のほか、各種法令等の規定に基づく事項について調査審議を行う。 

（2）公害紛争・公害苦情処理 

公害紛争の迅速な解決のため公害苦情の段階で適切な処理が図られるよう、県の環境生活部   

環境関係課と地域振興事務所に苦情相談員を置き、その処理にあたるとともに、市町村の相談員と 

密接な連絡調整を行い、公害苦情について適切な処理を推進する。 

（3）環境保全協定 

千葉市から富津市に至る東京湾臨海地域に立地する企業と県及び関係市で締結した「環境の保全に 

関する協定」に基づき、関係市と連携しながら適正な運用を指導し環境の保全を図る。 

 

２．環境保全対策推進事業 

（1）環境白書の発行 1,500千円 

千葉県環境基本条例第８条の規定により、環境の保全に関する施策の総合的な推進に資するととも

に、環境の状況と環境の保全に関する施策の実施状況等を明らかにするため、環境白書の発行を行う。 

 

環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会を構築するため、環境基本計画に基づき総合的な

施策の展開を推進する。 

 重点事項  

○ 環境基本計画の推進 557千円 

計画の進行管理として、事業の進捗状況等について点検・評価を行い、年次報告として   

とりまとめ、環境白書において公表する。また、本計画について、県民、企業、市町村等に広く

普及啓発するとともに、ＳＤＧｓの考え方も活かしながら、環境・経済・社会的課題の同時解決

を図るための方法等について認識を共有し、様々な主体による連携した取組を促進する。 

○ 千葉県公害審査会の運営 2,057千円 

公害に係る紛争について、迅速かつ適正な解決を図ることを目的として、千葉県公害審査会を

設置し、あっせん、調停又は仲裁等を行う。 

○ 環境影響評価事業 4,257千円 

大規模な開発行為が周辺環境に重大な影響を及ぼすことがないよう、環境影響評価法及び  

千葉県環境影響評価条例に基づき、千葉県環境影響評価委員会への諮問や知事意見の提出など 

必要な手続を実施する。 
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３．公害防止施設等支援事業 

（1）中小企業振興資金（環境保全資金）に係る融資対象事業認定 

中小企業振興資金（環境保全資金）における融資対象事業の認定を行い、中小企業者等のカーボン

ニュートラルや公害防止等の取組を支援する。 

 

４．三番瀬再生推進事業 

（1）三番瀬ミーティングの開催 354千円 

地元住民や漁業関係者等から広く意見を聴くため、三番瀬ミーティングを開催する。 

 

５．調査研究事業 

環境研究センターにおいて、公害の防止及び環境の保全のための各種調査研究を行う。 

○大気・騒音振動及び化学物質に関する調査研究（大気保全課関連） 36,005千円 

○水質環境及び地質環境に関する調査研究（水質保全課関連） 27,463千円 

○廃棄物に関する調査研究及び環境保全の啓発（循環型社会推進課・廃棄物指導課関連） 6,311千円 

○気候変動影響及び適応に関する情報等の収集及び啓発（温暖化対策推進課関連） 2,115千円 

○環境研究センターの研究機器等整備及び管理運営（環境政策課関連） 91,423千円 
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大 気 保 全 課 

 

 

 

１.大気監視事業 

（1）大気環境常時測定機の整備 64,594千円 

県で整備した大気環境常時測定局38局に設置している大気汚染自動測定機について、計画的に機器

の更新を行う。 

（2）大気中の放射線量率等の監視 16,292千円 

東京電力福島第一原子力発電所事故等により放出された放射性物質について、大気中の放射線量率

を県内７箇所に設置したモニタリングポスト等により測定・公表するとともに、市町村へサーベイ 

メータの貸し出しを行う。 

（3）有害大気汚染物質大気環境調査 19,154千円 

大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、ベンゼン、ダイオキシン類等の有害 

大気汚染物質による大気汚染の状況を把握し、環境基準の達成状況等を確認する。 

 

安心して暮らすことができる健やかな環境を守るため、良好な大気環境や騒音の少ない暮らしの

確保に向けた施策を推進していく。 

 重点事項  

○ 大気環境の常時監視 200,529千円 

大気環境常時測定局において、大気汚染状況の常時監視を行い、光化学スモッグの発生時 

には、速やかに注意報等を発令し、県民の健康被害を防止する。また、ＰＭ２．５についても

高濃度になるおそれがある場合には、県民に対し注意喚起を行う。 

東京電力福島第一原子力発電所事故等により放出された放射性物質について、大気中の  

放射線量率等の監視を行う。 

○ 大気汚染発生源対策 41,928千円 

一般環境大気監視測定局における大気環境基準や二酸化窒素に係る環境目標値の達成に  

向け、工場・事業場に対する排出削減指導を行う。 

○ 自動車交通公害防止の総合施策の推進 40,661千円 

「千葉県ディーゼル自動車から排出される粒子状物質の排出の抑制に関する条例」の規制に

適合した車両への転換や低公害車の導入等について、事業者指導を行うとともに、「千葉県 

自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画」等による各種施策を計画的・

総合的に推進する。「総量削減計画」については、国が上位の基本方針を７月までに改正する 

ことを受け、新たな計画策定に着手する。 

○ 航空機騒音対策 26,406千円 

航空機騒音に係る環境基準の達成状況を把握するため、成田空港、羽田空港及び下総飛行場

の周辺地域で騒音監視を行う。 
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２．大気指導事業 

（1）光化学スモッグ低減対策 780千円 

光化学スモッグ注意報等の発令時に緊急時対策として、ばい煙及び揮発性有機化合物（ＶＯＣ）を

排出する工場・事業場に対して、排出削減措置を要請する。 

また、光化学スモッグの発生を抑制するため、千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制の 

ための取組の促進に関する条例に基づき、事業者に対してＶＯＣ削減計画及び実績報告の提出を  

求めて公表し、事業者によるＶＯＣ削減の自主的取組を促進するとともに、国の動向を見極めながら、

本条例に基づく指針の見直しを検討する。 

（2）ばい煙発生施設等立入検査・調査等 17,426千円 

大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法（大気汚染に係るもの）及び環境保全協定等に 

基づき、工場・事業場の立入検査等を実施し、排出基準等の確認を行うとともに、大気汚染物質の 

排出量の抑制を指導し、大気汚染防止対策の徹底を図る。 

（3）アスベスト対策 5,340千円 

アスベスト（石綿）の大気中への飛散を防止するため、アスベストを使用した建築物等の解体等 

作業に対する監視指導を実施するとともに、一般大気中のアスベスト濃度の調査を実施し、県民への

情報提供を行う。 

また、建築業者等の関係団体や市町村、庁内関係課に対し、改正大気汚染防止法の周知、石綿の 

飛散・ばく露防止対策に係る情報提供等を実施する。 

（4）化学物質対策 471千円 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（通称「ＰＲＴＲ法」）

に基づき、有害化学物質の環境への排出量等の情報について事業者からの届出を受け付け、国に報告

する。 

また、国から通知されるデータを活用し、県民に対する情報提供を行う。 

 

３．自動車交通公害対策事業 

（1）自動車交通公害監視指導 7,958千円 

「千葉県ディーゼル自動車から排出される粒子状物質の排出の抑制に関する条例」に基づく   

運行規制及び燃料規制の遵守状況を確認するため、立入検査等を実施し、改善指導を行うとともに、

千葉県環境保全条例に基づくアイドリング・ストップに係る指導等を行う。 

（2）自動車排出窒素酸化物等総量削減計画進行管理調査 9,290千円 

国からの委託を受け、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における  

総量の削減等に関する特別措置法」の対策地域における自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質の  

排出量等を把握し、｢第２期千葉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画」の

進捗管理を行う。 

（3）次期総量削減計画の策定 882千円 

第３期千葉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画を策定するため、  

千葉県自動車排出窒素酸化物総量削減計画等策定協議会幹事会等を開催する。 

（4）自動車騒音常時監視 4,091千円 

騒音規制法に基づき自動車騒音の状況を常時監視するとともに、環境基準の達成状況を把握し、

道路騒音対策を推進するための資料として活用する。 
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４．騒音・振動・悪臭対策事業 

（1）航空機騒音監視システムの運用管理 26,406千円 

成田空港、羽田空港及び下総飛行場周辺における航空機騒音の分布状況や環境基準の達成状況を 

把握するため、航空機騒音監視システムを用いた騒音の常時監視を行い、必要に応じ国等に騒音対策

の実施を要請する。 

（2）騒音・振動・悪臭対策 3,430千円 

騒音規制法、振動規制法及び悪臭防止法の適正な施行を図るため、町村と連携した法規制地域の

拡大・見直し並びに市町村職員への測定技術指導等を行う。 
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水 質 保 全 課 

 

 

１．水質指導事業  

（1）東京湾の総量削減対策事業 499千円 

東京湾の水質浄化に資するため、国が定める総量削減基本計画方針に基づき、「東京湾総量削減 

計画」を策定し、その周知・啓発を行う。 

（2）海水浴場水質監視事業 3,737千円 

県内全ての海水浴場について、遊泳期間前及び遊泳期間中に水質調査を行い、海水浴場開設者に 

対し、必要に応じて水質保全対策を指導する。 

（3）浄化槽総合管理推進事業 24,287千円 

浄化槽の適正な設置・維持管理を徹底するため、法定検査の受検促進、立入検査、管理者に対する

啓発・指導を行うとともに、詳細な浄化槽台帳を整備する。 

安心して暮らすことができる健やかな環境を守るため、良好な水環境、土壌・地盤環境の確保に

向けた施策を推進していく。 

 重点事項  

○ 公共用水域及び地下水の水質監視事業 143,338千円 

水質汚濁防止法及びダイオキシン類対策特別措置法等に基づき、公共用水域及び地下水の水質

の常時監視を行う。 

東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質について、公共用水域の状況

を監視するためモニタリングを実施する。 

○ 特定事業場等排水監視事業 24,984千円 

水質汚濁防止法等に基づく規制対象となる特定事業場への立入検査を実施し、必要に応じて 

指導及び行政措置を行う。 

○ 生活排水対策浄化槽推進事業 230,000千円 

生活排水による水質汚濁防止を図るため、市町村が実施する合併処理浄化槽の設置促進事業に

対する助成を行う。 

○ 湖沼における外来水生植物対策事業 249,674千円 

手賀沼では、令和２年度に開始した計画的な駆除を継続して実施する。 

印旛沼では、これまで実施した繁茂状況調査等の結果を踏まえ、優先度の高い群落から計画的

な駆除を開始する。 

市民団体が駆除する活動に要する経費に対し、補助金を交付する。 

○ 地下水汚染防止対策事業 11,179千円 

トリクロロエチレン等揮発性有機化合物による地下水汚染対策を推進するため、市町村が実施

する汚染防止対策への助成等を行う。 

○ 地盤沈下防止対策推進業務 4,142千円 

小口径井戸が地盤沈下に与える影響の解析を行い、今後の対策の必要性等について検討する。 
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２．湖沼浄化対策事業 

（1）湖沼水質保全計画推進事業 2,074千円 

令和３年度末に策定した第８期湖沼水質保全計画に基づき、沼の親水利用を評価する指標を設定 

するため、地域住民等に対してアンケート調査等を実施する。 

（2）手賀沼水環境保全協議会負担金 15,848千円 

手賀沼の水質浄化を推進するため、流域市、利水団体及び住民団体で構成する協議会が主体となり、

各種水質浄化対策事業、啓発事業を実施する。 

 

３．地質環境対策事業 

（1）地盤変動精密水準測量事業 151,470千円 

地盤の変動状況を経年的に把握するため、地下水の汲み上げ規制地域及び天然ガスかん水汲み上げ

地域を中心に精密水準測量を実施する。 

（2）地下水位及び地盤沈下観測井管理事業 24,322千円 

地下水位及び地盤沈下の実態を把握するため、観測井における観測を行うとともに付帯機器等の 

保守管理を行う。 

（3）地下水における硝酸・亜硝酸性窒素の汚染状況調査・負荷削減対策事業 4,927千円 

地下水環境基準の超過率の高い硝酸・亜硝酸性窒素について、市町村が取り組む汚濁負荷削減対策

を支援するとともに、モデル地域の水質の追跡調査等を実施し、総合的に対策を推進する。 

（4）土壌汚染対策事業 471千円 

 土壌汚染対策法に基づく事務事業を円滑に遂行するため、汚染状況の確認調査を行う。 

（5）土壌ダイオキシン類調査事業 2,119千円 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、土壌ダイオキシン類の常時監視を行う。 

（6）養老川に係る水質保全対策事業 25,877千円 

市原市妙香地先の廃棄物埋立地に起因する水質汚染問題について、引き続き、地元市と協力して、

汚染物質の除去及び拡大防止対策を実施する。 
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自 然 保 護 課 

 

 

 

１．自然環境保全事業  

（1）自然環境保全地域等の指定及び保全 2,863千円 

優れた自然環境及び身近にある貴重な自然環境を将来に継承していくため、県自然環境保全条例に

基づき、28 の地域を自然環境保全地域、郷土環境保全地域及び緑地環境保全地域に指定しており、 

その面積は約２千ヘクタールで県土の約 0.4%である。 

自然環境保全地域等内における各種開発行為の規制（知事の許可、届出）を適切に実施する   

とともに、千葉県自然公園指導員による巡回・指導等を行うことにより、貴重な自然環境等を保全 

する。 

地域固有の多様な生物が生息・生育する優れた自然環境等の保全、県民が自然の豊かさに親し

むことができる自然公園等の適正な維持・管理、人と野生鳥獣との共存など、本県の豊かな   

生物多様性を次世代に引き継いでいくための施策を推進する。 

 重点事項  

○ 野生鳥獣の適切な管理 669,168千円 

野生鳥獣による農作物等被害が拡大していることから、市町村が実施する有害鳥獣捕獲事業

へ引き続き助成を行うとともに、指定管理鳥獣であるイノシシやニホンジカの生息域の拡大 

防止等を目的に、生息域の外縁部等において県が主体となって捕獲を行うほか、捕獲従事者の

負担軽減を図るため、市町村が整備する捕獲個体の処理施設等に対して助成する。 

また、県が策定したイノシシ、ニホンジカ、ニホンザルの管理計画について、令和３年度末

に計画期間が終了することから、生息状況調査等を実施し、計画の改定を行う。 

さらに、捕獲従事者を確保・育成するため、捕獲技術向上を図るための研修や新人ハンター

入門セミナー等を実施する。 

○ 特定外来生物対策の推進 147,400千円 

海外から持ち込まれ、生態系等に影響を及ぼしている特定外来生物のうち、緊急に対策が 

必要なアカゲザル（ニホンザルとの交雑種含む）、アライグマ、キョン及びカミツキガメに 

ついて、それぞれ新たに策定した防除実施計画に基づき、防除を実施する。 

○ 生物多様性保全施策の推進 23,836千円 

生物多様性の保全に向け、希少な野生生物の保護、生物多様性に係る地域の取組の促進、 

生物多様性の普及啓発、企業等との連携、基礎情報の収集・提供、専門的・科学的な指導・ 

助言等の事業について、生物多様性センターを中心に実施する。 

○ 自然公園施設の再整備等 104,000千円 

自然公園の利用促進を図るため、多くの人々が豊かな自然とふれあえる野外活動の場である

自然公園施設（休憩所・公衆便所・遊歩道等）について、安全で快適な利用ができるよう、 

必要な整備や改修等を行う。 
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（2）自然環境保全協定及び緑化協定 

土地の形質変更等に際し、良好な自然環境を保全するため、自然環境保全協定を締結する。 

また、１ヘクタール以上の工場用地等を対象に緑化及び緑地保全を推進し、公害や災害を防止し 

生活環境を維持するため、緑化協定を締結する。 

（3）三番瀬の自然環境調査等 2,764千円 

三番瀬の自然環境の変動等を把握するため、三番瀬海域及び周辺地域において、鳥類の飛来状況に

かかる調査を実施する。 

また、ラムサール条約登録（その前提となる国指定鳥獣保護区特別保護地区の指定）について、 

関係者の理解の促進に努める。 

（4）行徳湿地の保全 7,660千円 

三番瀬の後背湿地としての機能を有する行徳湿地について、水路の機能管理やヨシ等の刈り取り 

などの維持管理を行う。 

 

２．自然公園事業  

本県には、２つの国定公園（南房総、水郷筑波）と８つの県立自然公園（笠森鶴舞、印旛手賀、  

九十九里、大利根、嶺岡山系、高宕山、養老渓谷奥清澄、富山）があり、その面積は約２万８千   

ヘクタールで県土の約 5.5%である。 

この自然公園の貴重な自然環境を保護するとともに、適正な利用を促進するため次の事業を行う。 

（1）自然公園内の規制 2,947千円 

自然公園内における各種開発行為の規制（知事の許可・届出）を適切に実施する。 

また、県立九十九里自然公園海浜部の貴重な動植物を保全するため、車両乗り入れ規制を継続し、

その周知を図るため啓発や標識の整備等を行う。 

（2）自然公園施設等の管理運営 73,922千円 

自然公園施設等について、大房岬・白子・片貝の集団施設地区及びいすみ環境と文化のさと   

センターは指定管理者制度により、館山集団施設地区、勝浦海中公園地区及び釣ヶ崎園地は地元市等

への管理運営委託により、適切に管理し、幅広い利用を促進する。 

（3）自然歩道管理事業 29,764千円 

首都圏自然歩道について、安全で快適に利用できるよう老朽化した標識等の再整備を行う。 

 

３．野生鳥獣の保護・管理及び狩猟等の適正化事業 

（1）野生鳥獣の保護・管理事業 78,700千円 

鳥獣保護管理事業計画に基づき、鳥獣保護区等の指定や整備、行徳鳥獣保護区の維持管理、   

ヤマドリの生息数回復のための放鳥などを行う。 

また、傷病野生鳥獣の救護等の支援を行うとともに、愛鳥週間の諸行事を通して鳥獣保護思想の 

普及啓発を図る。 

（2）狩猟免許及び適正指導取締事業 33,376千円 

狩猟制度を適正に運営するため、狩猟免許試験の実施や狩猟者登録事務を行う。 

また、狩猟事故や密猟等を防止するため、講習会等を通じて狩猟者の資質の向上を図るとともに、

鳥獣保護管理員や関係機関と連携し、安全対策や指導・取締りを実施する。 
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循 環 型 社 会 推 進 課 

 

 

 

１．循環型社会づくりの推進 

（1）循環産業活性化支援事業 232千円 

排出事業者が、廃棄物の処分を外部に委託する場合に、より先進的なリサイクル技術を有する  

廃棄物処理業者を選定できるよう、排出事業者と処理業者相互の情報交換等の機会を提供する。 

 

２．廃棄物処理に係る総合的対策 

（1）一般廃棄物処理施設水質・残灰分析 3,440千円 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律及びダイオキシン類対策特別措置法に基づき、主として  

ごみ焼却施設及び最終処分場を対象に、立入検査を行うなど、適正な維持管理の徹底を指導・助言

する。 

（2）産業廃棄物処理実態調査事業 2,498千円 

千葉県廃棄物処理計画の進捗状況を的確に管理することを目的として、県全体における産業廃棄物

の業種別・種類別の発生量、中間処理量、最終処分量等の現況を把握する。 

循環型社会の構築に向け、３Ｒの推進などの資源循環施策の展開を図るとともに、廃棄物を排出

する事業者等への指導や災害廃棄物対策などにより、廃棄物の適正処理を推進する。 

 重点事項  

○ ３Ｒ推進事業 1,739千円 

ごみの発生抑制（リデュース）、再使用(リユース)、再生利用(リサイクル)を図る３Ｒの 

一層の推進に向け、ちばエコスタイル（「ちばレジ袋削減エコスタイル」「ちば食べきり  

エコスタイル」「ちばマイボトル・マイカップ推進エコスタイル」）について、積極的な  

啓発・情報発信を図る。 

○ 食品ロス削減対策推進事業 2,000千円 

「千葉県食品ロス削減推進計画」の着実な推進に向け、令和３年10月に立ち上げた「千葉県

食品ロス削減ネットワーク会議」において、本県の実情に応じた効果的な取組を検討する  

ため、県内の食品関連事業者に対するアンケート調査を実施し、本県の食品ロスの実態を把握

するとともに、引き続き、事業者と連携した消費者啓発を行う。 

○ 災害廃棄物対策事業 398千円 

平時からの備えとして、災害廃棄物処理計画に基づく初動期の対応や最新の知見について、

県及び市町村等関係職員に周知するとともに、県内市町村の災害廃棄物処理対応力の強化の 

ため、「千葉県版災害廃棄物対応マニュアルの策定」や研修会、図上演習等を行う。 

○ 指定廃棄物の処理 

県内に保管されている指定廃棄物が、国により安全・安心に処理されるよう適切に対応して

いく。 
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（3）ごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化 

「千葉県ごみ処理広域化・ごみ処理施設集約化計画」に基づき、市町村等と意見交換を行うなどし、

ごみ処理の広域化や施設の集約化の可能性を検討する。 

（4）プラスチック資源の循環利用 

市町村が民間事業者を活用して、プラスチックごみの資源化を円滑に進めることができるよう、 

資源化施設を有する民間事業者の情報提供などを行う。 

（5）バイオマス活用推進事業 365千円 

バイオマス利活用研修会を開催するなど、県民・事業者への普及啓発等を行い、バイオマスの活用

を促進する。 

 

３．環境保全対策推進事業 

（1）環境学習・環境保全活動促進事業 20,831千円 

環境問題を自分ごととして捉え、問題解決に向けて行動する人づくりを進めていくため、令和３年

３月に策定した「千葉県環境学習等行動計画」に基づき、県民・学校・事業者等と連携・協働して 

環境学習等の取組を推進する。 

また、自然環境の保全・再生や循環型社会づくりを進めることを目的として、（一財）千葉県  

環境財団に設置した「ちば環境再生基金」の活用により、各種活動が円滑に実施されるよう支援し、

県民総参加による環境再生を推進する。 

（2）千葉県地域環境保全基金 

地域住民等に対する地域の環境保全に関する知識の普及、地域の環境保全のための実践活動の  

支援等地域に根ざした活動を展開するための事業に要する経費の全部又は一部を支弁するため、  

平成２年３月に設置した本基金を有効に活用していく。 

（3）海岸漂着物対策推進事業 77,725千円 

千葉県海岸漂着物対策地域計画に定める重点区域での海岸漂着物の回収・処理や発生抑制のための

啓発を実施する。 
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温 暖 化 対 策 推 進 課【 新 設 】 

 

 

 

１．環境保全対策調整事業 

（1）地球温暖化防止活動推進センター運営費 4,502千円 

県内の地球温暖化対策を推進するため、広く県民を対象に普及啓発事業を行うことを目的に、 

「千葉県地球温暖化防止活動推進センター」の運営事業を委託し、地球温暖化防止活動推進員の地域

や学校の講習会等への派遣、推進員への研修会等を実施する。 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、県民や事業者に対し、温暖化対策の必要性や  

有効な対策、気候変動影響への適応の重要性等の周知啓発などを行うとともに、県自ら率先して

温室効果ガスの排出量削減に取り組み、緩和策と気候変動への適応の両面から地球温暖化対策の

推進を図る。 

 重点事項  

○ 千葉県地球温暖化対策実行計画の改定 20,206千円 

現状の温室効果ガスの排出量・将来的な排出量目標・再生可能エネルギーの導入目標の算定

に加え、適応策として気候の現状調査・将来予測等の作業を委託により実施する。調査結果を

踏まえ、専門家や関係団体、市町村等の意見を幅広く伺いながら、計画の具体的な内容を  

検討し、令和４年度末を目途に、改定を行う。 

○ 住宅用設備等脱炭素化促進事業 338,000千円 

家庭における省エネルギー設備等の導入を促進するため、市町村と連携し、エネファームや

蓄電池等の設置費用に対する助成を行う。令和４年度は、災害時等における電源確保の視点を

加え、電気自動車及びＶ２Ｈ充放電設備への補助を創設する。 

○ 地球温暖化対策推進事業 3,177千円 

再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの促進を図るため、家庭向けの普及啓発    

キャンペーン、省エネルギーに取り組む事業者の登録制度等を実施する。 

また、地域気候変動適応センター（県環境研究センター）と連携して、気候変動影響に  

ついての情報収集に努めるとともに、県民の関心・理解を深めるためのセミナーを開催する。 

さらに、今年度は、家庭や事業所への再生可能エネルギーの導入を一層推進するため、  

太陽光発電設備等の購入希望者を募り、一括発注することで価格低減を図る事業を実施する。 

○ 千葉県庁エコオフィスプランの推進 1,731千円 

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、令和３年度に国の地球温暖化対策計画等が大幅

に改定されたことを踏まえ、本県においても自らの事務・事業に伴う温室効果ガスの削減に 

取り組むため、令和４年度にエコオフィスプランの改定を行い、脱炭素化を進めていく。 

○ 公用車への電動車の導入促進 3,541千円 

千葉県公用車の電動車導入方針に基づき、二酸化炭素排出量の少ない電動車を公用車に  

率先導入し、県民への普及促進等に活用する。 
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（2）地球温暖化対策推進事業（再掲） 3,177千円 

（3）千葉県地球温暖化対策実行計画改定支援事業（再掲） 20,206千円 

 

２．千葉県気候変動適応センター事業 

（1）気候変動に関する情報等の収集 65千円 

平成30年12月に施行された気候変動適応法第13条に基づき、令和２年度から環境研究センターを

「地域気候変動適応センター」として位置付けている。千葉県気候変動適応センターは、気候変動 

影響及び適応に関する情報について、収集・整理し、県民へ情報提供を実施する。 

（2）千葉県版熱中症警戒アラートモデル事業 2,050千円 

県等が管理する公園において、暑さ指数を計測する機器を設置してリアルタイムに測定を行い、 

測定結果が一定値を超えた場合に、熱中症警戒アラートを発出する。 

測定したデータを集計することで、県内の熱中症リスクをマッピングするなどして、県民に対する

リアルタイムの注意喚起・啓発を行う。 

 

３．千葉県庁エコオフィスプランの推進 

（1）千葉県庁エコオフィスプランの改定 1,675千円 

令和３年10月に国の地球温暖化対策計画及び政府実行計画が大幅に改定され、削減目標も    

引き上げられたことから、更なる温室効果ガスの削減促進のため、「千葉県地球温暖化対策実行計画

事務事業編（第４次）～千葉県庁エコオフィスプラン～」を令和４年度中に改定する。 

（2）環境配慮契約やグリーン購入等、県自らの率先取組の推進 56千円 

「電力の調達に係る環境配慮方針」や「環境配慮物品調達方針」の策定・周知を毎年度行うと  

ともに、物品調達に係る職員を対象とする研修会の実施等により、庁内の取組推進を図る。 

 

４．公用車への電動車の導入促進 

（1）公用車への電動車の導入促進 

「公用車の電動車導入方針」に基づき、二酸化炭素排出量の少ない電動車（電気自動車、燃料電池

自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車）を県の公用車に率先導入する。 

（2）公用車への電気自動車等率先導入事業 3,541千円 

脱炭素社会の実現のため、電気自動車やプラグインハイブリッド自動車を一部所属に導入し、  

県民等への普及啓発に活用する。 
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廃 棄 物 指 導 課 

 

 

 

1．産業廃棄物対策事業 

（1）産業廃棄物排出事業者の指導 

産業廃棄物排出事業者に対する立入検査等により産業廃棄物の適正管理･処理の徹底を指導すると 

ともに、産業廃棄物排出量の抑制や減量化･再資源化の計画的な推進を指導する。さらに、     

電子マニフェストの普及を図るなど、産業廃棄物の適正処理を推進する。また、各種団体と連携し、

産業廃棄物の適正処理・排出抑制等について排出事業者への周知徹底を図る。 

 

廃棄物処理法や県の残土条例などに基づき、廃棄物処理施設や処理業、特定事業等の許可事務

を行うとともに、同法令等が適正に運用されるよう、事業者等に対する指導を行う。 

さらに、産業廃棄物の不法投棄及び不適正な処理並びに残土埋立てに対する監視指導や   

行政処分を行う。 

また、ヤード適正化条例に基づき、ヤードへの立入検査等を行い、油の地下浸透防止など条例

の義務履行の指導を行う。加えて、平成31年４月に施行された再生土条例に基づき、     

特定埋立て等を行う者に届出を求めるとともに、監視指導を行う。 

 重点事項  

○ 産業廃棄物処理業者の許可・指導 29,299千円 

産業廃棄物処理施設の設置、収集運搬及び処分（中間処理及び最終処分)を業として行おうと

する者の許可申請等について、法令等に基づき適正な審査を行う。 

○ 産業廃棄物不法投棄防止対策事業 103,858千円 

産業廃棄物の不法投棄等の根絶を目指し、県のみならず、市町村、警察、地域住民の連携に

より、機動的かつ広域的な監視体制を整える。 

○ 産業廃棄物不適正処理箇所支障除去事業 101,530千円 

産業廃棄物の不適正処理により、生活環境の保全上の著しい支障が生じ、又は生ずるおそれ

があると認められる場合に、必要な限度において、行政代執行による支障除去を行う。 

○ ＰＣＢ廃棄物等の掘り起こし調査事業 30,600千円 

令和４年度末までの処分期限となっているＰＣＢ使用安定器について、令和３年度までの 

調査で確認できていない事業者に対し、最終通知を行う。 

○ 残土条例による残土の適正処理の推進 1,168千円 

残土条例の適正な運用を目指し、許可申請等に対し適正な審査を行う。 

○ 再生土埋立等適正化事業 1,943千円 

平成31年４月に施行された再生土条例に基づき、適切な指導を行う。 

○ ヤード対策事業 4,798千円 

ヤード適正化条例に基づく立入検査等を行い、ヤードの適正化を図る。 
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（2）産業廃棄物処理業者指導 29,299千円 

産業廃棄物処理施設の設置及び処理業を行おうとする者の許可申請等について、法令等に基づき

適正な審査を行うとともに、産業廃棄物処理業者に対する立入検査等により産業廃棄物の処理状況

の把握、分析等を行い、適正処理の指導を行う。また、事業者に対して、廃棄物処理法の改正や  

運用等、必要な知識を習得させるため、講習会を開催する。 

（3）産業廃棄物不適正処理の防止及び監視指導 103,858千円 

産業廃棄物の不法投棄等の早期発見、早期対応を図るため、24時間・365日体制で監視を行うと  

ともに、不適正処理の行為者等に対し、適正な撤去・処理を指導する。指導に応じない者には、  

改善命令等により是正を命ずる。是正を講ずる意思がないなどの悪質な者には、警察と連携を   

図りながら告発を行う。 

（4）県外産業廃棄物の適正処理及び抑制指導 

県外産業廃棄物の流入に伴う不法投棄等の不適正処理を防止するとともに、県内産業廃棄物の  

最終処分場の確保と延命化を図るため、県外の排出事業者等に対する指導を行う。 

（5）有害使用済機器保管等業者指導 

有害使用済機器保管等業者から提出された届出等の情報を基に立入検査等を行い、基準に従った 

適正な保管及び処分が行われているか確認するとともに、法令違反に対して必要な指導を行う。 

（6）ＰＣＢ廃棄物等の適正処理の指導 30,600千円 

ＰＣＢ使用安定器について、令和４年度末が処分期限であることから、これまでの調査で回答が得

られず保管状況等を把握できていない事業者に対し、最終通知を行う。また、ＰＣＢ含有の廃棄物に

ついて、期限内処理完了に向けた保管事業者への適正保管及び適正処理の指導等を行う。 

 

２．一般廃棄物対策事業 

（1）一般廃棄物処理施設設置者の指導 

民間事業者による一般廃棄物処理施設の設置に対して、法令や指導要綱により、適正処理の徹底

を図る｡ 

 

３．残土対策事業 1,168千円 

残土の適正な埋立てが行われるよう、県残土条例に基づき、許可申請等に対し審査を行うとともに、

定期検査や様々な報告等を踏まえ、特定事業者に対し適切な指導を行う。 

さらに、市町村等との連携や密接な情報交換により、無許可等不適正な残土埋立ての防止を図ると 

ともに、廃棄物や汚染土砂等の搬入を防ぐ。 

 

４．再生土埋立等適正化事業 1,943千円 

盛土の崩落や、アルカリ・塩化物による周辺環境への悪影響を防止するため、平成31年４月に   

施行された「千葉県再生土の埋立て等の適正化に関する条例」に基づき、特定埋立てを行う者に届出を

求めるとともに、適切な指導を行う。 

さらに、市町村等との連携や密接な情報交換を行うなどにより、再生土と称した廃棄物や残土の  

不適正な埋立てを防ぐ。 
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５．自動車リサイクル推進事業 1,442千円 

自動車リサイクル法に基づき、使用済自動車の引取業又はフロン類回収業を行おうとする者の   

登録申請及び解体業又は破砕業を行おうとする者の許可申請に対して適正な審査を行うとともに、  

使用済自動車の引取り、フロン類の回収、解体、破砕等について、立入検査等により、登録又は許可を

受けた事業者に対し適正処理の指導を行う。 

 

６．ヤード対策事業 4,798千円 

自動車部品を保管するヤードについては、「千葉県特定自動車部品のヤード内保管等の適正化に  

関する条例」（ヤード適正化条例）に基づき 立入検査等を行い、ヤードの運営者等に対し、    

油等の地下浸透防止などの条例の義務履行を指導する。 

立入検査等は、県警と密に連携しながら実施し、自動車リサイクル法など各種法令に違反した行為が

行われている、いわゆる「不法自動車ヤード」の一掃を目指す。 

金属スクラップ等を保管するヤードについては、騒音・振動や火災の発生など周辺への影響が   

生じていることから、関係機関と連携して立入りを実施して指導する。また、条例による規制を含めた

対策を多角的に検討する。  
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く ら し 安 全 推 進 課 

 

 

１ 誰もが安全で安心して暮らせる「交通安全県ちば」の確立を目指すため、県、市町村、関係 

機関・団体等が連携・協働し、県民一人ひとりの主体的な取組による交通安全活動を展開する｡ 

２ 千葉県安全で安心なまちづくりの促進に関する条例に基づき、県民一人ひとりの防犯意識の 

高揚を図るとともに、犯罪の起こりにくい安全で安心なまちづくりを促進する。また、千葉県 

犯罪被害者等支援条例及び千葉県犯罪被害者等支援推進計画に基づき、犯罪被害者やその家族 

への支援体制を充実させる。 

３ 千葉県消費生活の安定及び向上に関する条例及び千葉県消費生活基本計画に基づき、消費者や

事業者等との連携のもと、消費者教育・啓発、消費生活相談、消費者への情報提供等を行い、 

消費者の権利の擁護及び消費生活の安定・向上を図る。また、特定商取引法、景品表示法及び 

貸金業法等に基づき、事業者の指導・処分、監督等を行い、消費者被害の未然防止・拡大防止を

図る。 

４ 千葉県暴力団排除条例に規定される県の責務を果たすため、県、市町村、県民、事業者、  

関係機関・団体の連携協力の下、官民一体となって暴力団の排除に関する各施策を推進する。 

 重点事項  

○ 交通安全県民運動推進事業 63,000千円 

交通事故防止に向け、県民一人ひとりに交通ルールの遵守と正しい交通マナーを実施して  

もらうため、四季の交通安全運動をはじめとする県民総ぐるみの交通安全運動の他、高齢者や 

横断歩道上の事故防止や自転車の安全利用等事故の特性を踏まえた広報・啓発を行うとともに、

飲酒運転根絶へ向けた取り組みを実施する。 

○ 交通安全教育推進事業 71,038千円 

交通安全の必要性及び知識を普及し、県民一人ひとりが、交通ルールを守り、正しい交通  

マナーを習慣化するよう、幼児から高齢者まで、それぞれの年代に応じた交通安全教育を実施 

する。 

○ 電話ｄｅ詐欺被害防止広報・啓発事業 26,440千円 

依然として後を絶たない電話ｄｅ詐欺被害の防止対策として、「電話ｄｅ詐欺は電話ｄｅ  

対策」を合言葉に、留守番電話などの機能を活用した自衛の対策を呼びかける広報啓発をＣＭ等

を活用して行うとともに、はがきによる孫世代から祖父母等への呼び掛け・ＳＮＳを活用した 

広報啓発を行う。また、市町村が行う県民向けの電話機の購入補助や貸与事業について助成を 

行う。 

○ 被害者等支援活動の促進事業 24,830千円 

犯罪被害者やその家族が再び平穏な生活を取り戻せるよう、社会全体で被害者等を支援する 

体制づくりを推進するため、関係機関と連携し、見舞金制度の創設、無料弁護士相談の実施、 

犯罪被害者支援コーディネーターの増員、犯罪被害者週間「千葉県民のつどい」の開催などを進

める。 

○ 県消費者行政推進事業 3,427千円 

「千葉県消費生活基本計画」に基づき、各種施策の推進を図るとともに、消費者安全法に  

基づく消費者事故情報等の集約を行う。また、消費生活の安定及び向上に関する施策の策定及び

実施などに関する重要事項について審議する「千葉県消費者行政審議会」を開催する。 



 

 

- 24 - 

 

１．交通安全対策事 

（1）交通安全県民運動推進事業 

ア 交通安全県民運動 31,132千円 

安全で安心して暮らせる交通社会の実現を基本理念とし、県民一人ひとりに交通安全思想･交通道

徳を普及徹底させ、交通ルールの遵守と交通マナーの実践を習慣付けることにより、「交通安全県

ちば」の確立を目指す｡このために、県、市町村、関係機関・団体等との連携・協働のもと、県民総

ぐるみの交通安全運動を展開する｡ 

【期間を定めて行う運動】 

・  春の全国交通安全運動（令和４年 ４月 ６日～４月 15日） 

・  夏の交通安全運動  （令和４年 ７月 10日～７月 19日） 

・  秋の全国交通安全運動（令和４年 ９月 21日～９月 30日） 

・  冬の交通安全運動  （令和４年 12月 10日～12月 19日） 

【日を定めて行う運動】 

・ 交通事故死ゼロを目指す日（４月 10日、９月 30日（予定）） 

・「交通安全の日」アクション 10運動（交通安全の日：毎月 10日） 

・ 自転車安全利用の推進運動（自転車安全の日：毎月 15日） 

・ 違法駐車等追放運動（クリーンロードの日：毎月 20日） 

イ 高齢者交通事故防止啓発事業 1,320千円 

「交通安全シルバーリーダー研修・ネットワーク事業」として地域のリーダーとなる高齢者を対

象に、自動車教習所などを会場として、交通安全に関する研修を実施するほか、研修修了者が各地

域で啓発を行うことができるように、定期的に交通安全に関する情報を提供する。 

また、高齢者の交通事故防止に向けた啓発物資を作成し効果的な啓発に努める。 

ウ 飲酒運転根絶に向けた啓発事業 17,500千円 

県下 39 警察署管内に設置された飲酒運転根絶協議会の活動を支援するとともに、その調整機関で

ある飲酒運転根絶連絡協議会を設置し開催するほか、飲酒運転根絶に関するメッセージコンクール

の開催、飲酒運転根絶大会の開催、飲酒運転根絶宣言企業及び飲酒運転根絶宣言店の普及に向けた

取組などを通じて、地域ぐるみでの「飲酒運転をしない、させない、許さない」社会環境づくりを

推進する。 

エ 交通安全県民大会 352千円 

交通安全に関し功労のあった個人･団体を表彰し、交通事故撲滅の決意を新たにするとともに、  

各種機関・団体や県民が参加して交通安全について考え、交通安全の重要性を県民に発信すること

を目的に県民大会を開催する｡ 

オ 自転車安全利用推進事業 7,301千円 

首都圏全体で連携を図るとともに、各種広報啓発キャンペーン、県交通安全対策推進委員会の  

自転車安全利用部会の開催、庁内自転車における保険加入、自転車保険の加入義務化にかかる  

自転車小売事業者に対する指導等を実施する。 

カ ゼブラ・ストップ活動啓発事業 4,395千円 

自動車運転者に対する横断歩道上での歩行者等の保護意識の徹底を目的とした       

「ゼブラ・ストップ活動」の普及・啓発を行う。 
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（2）交通安全教育推進事業 

ア 交通安全推進隊育成支援事業 2,865千円 

県民参加による「交通安全県ちば」の確立を目指し、交通安全に関心と意欲を持つボランティア

である交通安全推進隊の地域での交通安全活動を支援する。 

イ 交通安全教育推進事業 1,364千円 

研修会や講演会に講師を派遣する交通安全教育推進員派遣事業と、交通安全教育映像を貸し出す 

交通安全ライブラリー事業を実施し、交通安全教育を推進する。 

ウ 幼児交通安全教育推進事業 422千円 

幼稚園、保育所等４園を「交通安全モデル園」に指定し、年間を通じた交通安全の取組について 

情報発信する。また、幼児の交通安全教育に携わる指導者の育成と資質向上を図るためのセミナー

を開催する。 

エ 自転車交通安全教育推進事業 5,710千円 

自転車利用のルールの徹底とマナーの向上を図り、自転車事故を防止するため、小学生から  

社会人まで、心身の発達段階や年代等に応じた自転車交通安全教育を実施する。 

自転車の安全利用に関する教育用リーフレット２種を作成し、小学校３年生と中学校１年生の  

全児童生徒に１種ずつ配布する。また、主に高校生を対象に、交通事故再現を取り入れた    

「スケアード・ストレイト自転車交通安全教室」を実施する。 

（3）共同現地診断 66千円 

交通事故多発箇所を対象に、県、県警､道路管理者（国、県、市町村等）及び交通安全関係機関・ 

団体等が共同で、道路交通環境面について事故の要因及び対策案を調査検討し、改善策を立案すると

ともに、対策の実施を関係機関に要請し、交通事故の防止に努める。 

（4）交通事故相談所（交通事故被害者対策事業） 52,492千円 

交通事故被害者等の救済対策として交通事故相談所を県内３箇所（本庁、東葛飾合同庁舎、   

安房合同庁舎）に設置し、専任の交通事故相談員及び臨床心理士等による交通事故相談業務と心の 

ケアに関する相談業務を実施する｡ 

（5）自動車運転代行業に係る調査・検査 8,119千円 

事業者への立入検査のほか、損害賠償責任共済契約の失効・解除者に対する調査・指導などを行う。 

 

２．くらし安全推進事業 

（1）犯罪の起こりにくい環境整備事業 

ア 安全で安心なまちづくり推進事業 262千円 

千葉県安全安心まちづくり推進協議会総会などを開催し、各団体の持つネットワークの力を活用  

して、安全で安心なまちづくりを県内全域で推進する。 

イ 市町村防犯カメラ等設置事業補助 56,000千円 

犯罪の起こりにくい環境づくりのため、市町村や自治会等における防犯カメラ（防犯カメラと 

併せて整備する防犯灯を含む）の設置に対し助成を行う。 

ウ 電話ｄｅ詐欺被害防止広報・啓発事業（再掲） 26,440千円 

（2）防犯ボックスを核とした地域防犯力・コミュニティ力向上事業 67,400千円 

防犯ボックスを核とした県、市町村、警察、住民が連携した防犯体制の確立を目指し、市町村が 

主体となり、地域の実情に合わせて設置する防犯ボックスの運営費について助成する。 
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（3）地域の防犯力アップ推進事業 

ア 地域の防犯力アップ補助事業 4,500千円 

地域の防犯力を向上させるため、市町村における防犯パトロール用資機材（防犯ベスト・懐中電

灯・ドライブレコーダーなど）の整備に対して助成する。 

イ 地域の防犯ボランティア活動促進事業 1,230千円 

地域防犯力の向上と活動団体の支援を目的として「地域防犯力の向上に関する交流大会」を開催

するとともに、昨年度作成した、リーフレット「ちば防犯ハンドブック」を広く県民に頒布し、 

自主防犯活動の更なる活性化を図る。 

また、若い世代の防犯ボランティアの発足を支援するため、ヤング防犯ボランティアに対して 

パトロール用資機材を貸与する。 

ウ 安全安心まちづくり広報啓発事業 3,522千円 

地域住民の身近で発生する犯罪や児童、生徒などの被害者層に的を絞った広報啓発等を行うとと

もに、住民が日常生活において防犯の視点を取り入れながら行動する「プラス防犯」を推進し、 

県民の防犯意識の高揚を図る。 

（4）犯罪被害者等支援事業 

ア 被害者等支援活動の促進事業（再掲） 24,830千円 

イ 性犯罪・性暴力被害者支援事業 27,635千円 

性犯罪・性暴力被害者に対する総合的な支援（相談・医療・カウンセリング・法律相談など）を 

提供するため、被害者支援団体に対する助成を拡充するとともに、被害者支援団体や警察、医療機

関等と連携し、支援の一層の充実を図る。 

 

３. 消費者行政推進事業 

（1）消費者行政推進事業 

ア 県消費者行政推進事業（再掲） 3,427千円 

イ 消費者センター運営事業 118,814千円 

消費者の利益の擁護、権利の保護を図るため、消費者行政の総合的な窓口として、消費生活に 

関する相談業務等を行う。 

ウ 消費者教育、啓発の推進 6,546千円 

高齢者や若年層等の被害を未然に防止するため、「千葉県消費生活基本計画」に基づき、消費者 

教育、啓発を推進する。 

エ 金融広報事業 254千円 

千葉県金融広報委員会が実施する講演会の開催、刊行物の配布等による金融教育を支援し、  

消費者教育の充実に努める。 

オ 多重債務問題対策強化事業 545千円 

「千葉県多重債務問題対策本部」を中心として相談窓口の周知や無料相談会を開催する。 

（2）消費者行政強化交付金事業 75,818千円 

国の「地方消費者行政強化交付金」を活用し、県内消費生活相談体制の充実・強化や消費者被害の

未然防止のための事業を推進する。 
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（3）事業者指導事業 5,961千円 

特定商取引に関する法律、千葉県消費生活の安定及び向上に関する条例に基づき、悪質事業者に 

対する行政指導や処分を行うとともに、「五都県悪質事業者対策会議」等を通じ、近隣都県と連携し、

消費者被害の未然防止・拡大防止を図る。 

また、不当景品類及び不当表示防止法に基づき、不当表示等に関する調査及び事業者指導等を推進

する。 

（4）消費生活協同組合指導事業 760千円 

消費者利益の保護を図るため、県内で活動している消費生活協同組合への立入検査を実施し、法令

に準拠した適正な生協運営を図るよう指導する。 

（5）貸金業指導事業 4,470千円 

県内にのみ営業所等を置いて貸金業を営もうとする者の知事登録等を行うとともに、苦情・相談等

の情報に基づき、法令に違反又は違反していると思われる業者に対して指導及び処分を行う。 

また、ヤミ金を含む消費者金融について、債務者等からの相談等に適切な助言等を行う。 

 

４．暴力団排除推進事業 

（1）暴力団排除推進事業 4,912千円 

千葉県暴力団排除条例に基づき、県、市町村、県民、事業者、関係機関・団体の連携協力の下、 

官民一体となって暴力団排除を推進していくため、県の事務事業からの暴力団排除、市町村等への 

支援や連携の調整、商店街からの暴力団排除、中学校・高等学校における暴力団排除（非行防止） 

教室の実施、千葉県暴力団排除推進会議の円滑な運営などを行う。 
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県 民 生 活 課【 改 組 】 

 

 

 

１．県民活動環境整備事業 

（1）千葉県県民活動施策の推進 1,478千円 

県民活動の推進に当たり、各分野の専門的な見地から幅広く意見等を得るため、千葉県県民活動 

推進懇談会を設置し、意見交換・意見聴取を行うほか、効果的な事業実施に向けて庁内及び市町村を

対象とする会議を開催する。 

（2）協働によるコミュニティづくりの普及・促進 729千円 

協働の取組を推進するに当たり課題を抱えている地域等を対象に、有識者による講演や優良事例の

発表、意見交換、ワークショップ等を行う。 

また、市町村が協働に関する課題の検討を行うため、勉強会等を開催するにあたり、必要に応じて

専門家を派遣することで、協働によるコミュニティづくりの普及・促進を図る。 

（3）ちばコラボ大賞の実施 1,058千円 

市民活動団体、地縁団体、社会福祉協議会、企業、学校、行政機関等の多様な主体が連携して地域

の課題解決に取り組んでいる事例の中から、他のモデルとなるような優れた取組をしている団体を 

表彰し、広く県民に周知することにより、連携による地域づくりの促進を図る。 

 

 

１ 市民活動団体による活動やボランティア活動など県民による自発的な社会貢献活動である 

「県民活動」を推進し、県民自身による地域の様々な課題の解決を促進する。 

２ 市民活動団体、地縁組織、学校、企業、行政など地域の様々な主体が連携・協働して行う地域

の課題解決に向けた取組を支援する。 

３ 次代を担う青少年を健全に育成できるよう、青少年健全育成条例や第３次青少年総合プランに

基づき、青少年相談員及び青少年補導員等に対する支援や、有害環境対策や非行防止活動に係る

啓発等を行い、明るく健全な環境づくりを推進する。また、子ども・若者育成支援推進法に基づ

き、社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者の支援を行う。 

 重点事項  

○ 地域ボランティア活動環境整備事業 20,000千円 

県内のボランティア人材が意欲をもって地域でのボランティア活動を行えるよう、活動希望者

と受入団体を繋ぐマッチングサイトの運営や、受入団体に対する体制整備の支援等を行うことに

より、ボランティアが活動しやすい環境を整備する。 

○ 青少年ネット被害防止対策事業（ネットパトロール事業） 6,073千円 

青少年がスマートフォンやパソコンなどを通じてインターネットを利用することにより、  

様々なトラブルに巻き込まれるケースが増加していることから、青少年の利用頻度の高いサイト

を監視し、ネットいじめ、非行、犯罪被害等の防止を図るとともに、学校等に出向き講演を  

実施し、インターネットの適切な利用について啓発を図る。 
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（4）千葉県市民活動支援組織ネットワーク 366千円 

県民活動を推進するため、県内の市民活動支援組織（市町村の市民活動支援センター・民間の  

支援団体等）を構成員としたネットワーク会議を運営し、会議や研修を通じて支援組織に必要と  

される相談業務や交流・連携の窓口としての機能向上と連携強化を図る。 

（5）市民活動団体マネジメント事業 2,000千円 

団体運営の基礎的知識を学ぶ講座等を実施し、広く研修の機会を提供することにより、団体の  

安定的・継続的な活動のために必要な運営能力の向上を図る。 

（6）地域ボランティア活動環境整備事業（再掲） 20,000千円 

 

２．県民活動普及啓発事業 

（1）県民活動広報事業 8,461千円 

ホームページ「ＮＰＯ・ボランティア情報ネット」やFacebook、メールマガジンなど各種広報媒体

を活用して、市民活動団体の運営環境向上や県民のボランティア活動への参加促進に役立つ情報を 

発信する。 

また、県民活動への理解を深めるため「ちば県民活動ＰＲ月間」を設け、県内で実施される   

県民活動の促進に資するイベントの広報支援など、普及啓発活動を実施する。 

（2）特定非営利活動法人認証等事務事業 2,079千円 

ＮＰＯ法人の設立等に関する説明会を開催して、制度の理解促進を図るとともに、データ管理システムを

活用して、特定非営利活動促進法に基づく、法人認証・認定・監督等の業務を円滑に実施する。 

 

３．青少年健全育成事業 

（1）心身ともに健やかな青少年の育成 

ア 青少年総合対策本部事業 1,160千円 

青少年問題対策について総合的な企画・調整を図り、効果的に広報啓発事業等を推進するため、

青少年総合対策本部を運営する。 

イ 千葉県青少年総合プラン推進事業 604千円 

青少年施策を総合的かつ効果的に実施するため、青少年総合対策本部及び青少年問題協議会と 

相互に連携し、「第３次千葉県青少年総合プラン」を着実に推進する。 

ウ 青少年相談員設置事業 21,770千円 

青少年を地域で守り育てるという理念のもと、青少年と一体となり各種スポーツや屋外活動等を

行っている青少年相談員（定数 4,059人）の活動費に対して助成する。 

エ 青少年育成推進事業 3,078千円 

青少年の健全育成や青少年指導者育成の一層の充実を図るため、中学生の主張千葉県大会や  

青少年指導者育成事業等を実施する。 

（2）明るく健全な環境づくりの推進 

ア 青少年の社会環境づくり事業 970千円 

千葉県青少年健全育成条例の実効性を確保するため、携帯電話販売店・書店・カラオケボックス

・ネットカフェ等への立入調査を行うなど業者への指導を徹底し、青少年の健全育成を推進する。 
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イ 青少年非行防止対策事業 2,754千円 

小学５年生の保護者、新中学１年生の保護者及び新高校１年生全員を対象とした啓発用チラシを

作成・配布するほか、ＳＮＳを活用した啓発を実施するなど、青少年の非行・被害防止対策の推進

を図る。 

ウ 青少年補導センター事業 4,755千円 

青少年の非行を未然に防ぐため、街頭補導活動や有害環境浄化活動などを行っている青少年補導

センターの設置市に対して、運営費の一部を助成する。 

エ 青少年ネット被害防止対策事業（ネットパトロール事業）（再掲） 6,073千円 

オ 子ども・若者育成支援推進事業 17,845千円 

ニートやひきこもり、不登校などの困難を有する子ども・若者に対し、総合的な支援を展開する

ため、「千葉県子ども・若者支援協議会」を開催するとともに、「千葉県子ども・若者総合相談 

センター（ライトハウスちば）」の運営を委託し、専門の相談員による電話相談や面接相談等を 

実施する。 

  



 

 

- 31 - 

 

《 ス ポ ー ツ ・ 文 化 局 》【 新 設 】 

 

生 涯 ス ポ ーツ 振 興 課【 新 設 】 

 

 

 

１．障害者スポーツ（パラスポーツ）の振興 

（1）障害者スポーツ振興事業【再掲】 54,000千円 

（2）障害者スポーツ大会開催 9,432千円 

障害のある方の自立と社会参加の推進に寄与することを目的に、障害者スポーツ大会を開催する。 

（3）全国障害者スポーツ大会 45,772千円 

栃木県で開催される第22回全国障害者スポーツ大会に選手団を派遣する。また、同大会出場に備え、

選手の競技力向上を目的に強化練習会を実施する。 

（4）千葉県障害者スポーツ・レクリエーションセンター運営等事業 27,437千円 

障害のある方のスポーツ活動の中心的施設として設置している障害者スポーツ・レクリエーション

センターの運営及び施設の維持管理を行う。また、老朽化している同施設の今後のあり方を検討する

ため、有識者等で構成する検討会議を設置し、今後のあり方について検討を行う。 

 

 

年齢や障害のあるなしに関わらず、多くの県民が日常的にスポーツに親しみ、健康で活力ある 

生活を送れるようにするため、スポーツの振興に取り組んでいく。 

 重点事項  

○ 障害者スポーツ振興事業 54,000千円 

障害者スポーツ振興のため、障害のあるなしに関わらず障害者スポーツの体験会に参加できる

パラスポーツフェスタの開催、パラアスリート等の学校訪問、パラスポーツの普及・啓発の  

ための映像資料の作成等を行う。また、学生ボランティアや民間企業等と連携し、      

移動に困難を伴う障害のある方がパラスポーツ大会観戦やイベント等へ参加できるよう    

支援を行う。 

○ 「新たなスポーツ」の普及促進事業 8,500千円 

あらゆる人がスポーツを楽しめるよう、障害の有無や年齢に関係なく様々な方が一緒にできる

ユニバーサルスポーツ、スケートボードやＢＭＸ等のアーバンスポーツ、体の動きに連動して  

モニター上のアバターが動くバーチャルスポーツ等の「新たなスポーツ」について、     

関係スポーツ団体や市町村等による協議会を設置するなど、情報発信や普及促進のための取組を

行っていく。 

○ ちばアクアラインマラソン開催事業 135,900千円 

「スポーツの振興」と「千葉県の魅力発信」を二本柱に、県内外からマラソン、      

ハーフマラソン、車いすハーフマラソンで合わせて約17,000人のランナーを迎え、      

令和４年11月６日（日）に「ちばアクアラインマラソン2022」を開催する。 
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２．生涯スポーツの振興 

（1）千葉県体育・スポーツ推進事業 1,497千円 

幅広い世代にスポーツに親しむ機会を提供するため、親子向けのスポーツ教室や、総合型地域  

スポーツクラブの交流支援等を行うほか、小中学校にプロスポーツ選手等を派遣し、スポーツ教室等

を実施する。 

（2）生涯スポーツ指導者養成・活用事業 1,939千円 

地域でのスポーツ指導者の養成や資質向上のために、研修会を開催する。 

（3）県立学校体育施設開放事業 2,050千円 

県民の生涯スポーツの推進、県内のスポーツの振興・普及を図るために、身近な県立学校の体育館

等を開放し、県民に広くスポーツをする機会と場所を提供する。 

（4）「新たなスポーツ」の普及促進事業【再掲】 8,500千円 

 

３．千葉県スポーツ推進審議会 

（1）千葉県スポーツ推進審議会の開催等 1,498千円 

千葉県スポーツ推進審議会を開催し、令和３年度に策定した、「第13次千葉県体育・スポーツ推進

計画」などの重要事項について審議するほか、県民向けにスポーツ実施率調査を実施する。 

 

４．スポーツを通じた地域活性化等 

（1）国際スポーツ競技大会支援事業 10,000千円 

本県のスポーツ振興や地域活性化を目的として、県外から多くの訪問が見込まれる大規模な   

国際スポーツ大会の開催に対して補助を行う。 

（2）国際スポーツ交流事業 1,986千円 

平成28年度に締結した千葉県・桃園市友好交流協定に基づき、桃園市との友好関係の発展や   

国際理解の促進のため、スポーツ分野での相互交流を行う。 

（3）ちばアクアラインマラソン開催事業【再掲】 135,900千円 

（4）スポーツによる地域活性化支援事業 10,000千円 

スポーツと地域に根差す文化、食、観光資源を組み合わせ、県内外から人を呼び込むことで   

スポーツに親しむ人を増やし、スポーツを通じて地域を活性化する。また、地域でスポーツ施設や 

宿泊・観光情報等をワンストップで提供するスポーツコンシュルジュを育成するための研修会等を 

開催する。 
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競 技 ス ポ ー ツ 振 興 課【 新 設 】 

 

 

１．競技スポーツの振興に係る事業 

（1）国民体育大会 83,438千円 

国民の健康増進と体力向上、併せて地方スポーツ振興等を図るため、国民体育大会に千葉県選手団

を派遣する。また、国民体育大会に出場する選手を選考するため、大会を共催する。 

（2）千葉県競技力向上推進本部事業（再掲） 235,450千円 

「ゆめ半島千葉国体（平成22年度）」の成果を引き継ぎ、本県選手の育成・強化を図るとともに、

東京オリンピック・パラリンピックのレガシーとして更なるパラアスリートの競技力向上に取り組む。 

（3）県民体育大会共催負担金 6,300千円 

「ゆめ半島千葉国体」を契機に広く県民に普及したスポーツを、県民の健康増進と体力の向上を  

図りながら県内各地に振興し、地域文化の発展に寄与するとともに、県民生活を明るく豊かなものに

する。 

（4）（公財）千葉県スポーツ協会事業補助金 7,383千円 

千葉県の体育・スポーツの振興を図るため、（公財）千葉県スポーツ協会が行う事業に要する経費

を助成する。 

 

２．スポーツ施設の整備及び管理に係る事業 

（1）各スポーツ施設管理費 707,897千円 

総合スポーツセンター、東総運動場、射撃場、国際総合水泳場を適切に運営するため、各施設の 

管理を指定管理者へ委託するとともに、各競技場の公認検定費用を負担する。 

（2）総合スポーツセンター施設整備事業 316,023千円 

総合スポーツセンター施設を、安全かつ快適に一般公衆の利用に供するため、庭球場クラブハウス

建替えのほか、必要な施設整備を計画的に行う。 

本県スポーツ選手の育成・強化のため、競技力の恒常的なレベルアップを図り、県民の期待と

理解のもと、スポーツ環境づくりやスポーツを通じた活力ある地域づくりに取り組むとともに、

安全かつ快適に利用できるスポーツ施設の整備を行う。 

 重点事項  

○ 千葉県競技力向上推進本部事業 235,450千円 

本県スポーツ選手の育成・強化を図るとともに、スポーツを通じた活力ある地域づくりを推進

するため、千葉県競技力向上推進本部が行う事業に対して助成を行う。 

また、本県にゆかりのあるパラアスリートが、競技力向上に励めるよう、世界選手権等に出場

が期待されている選手を支援するとともに、新たに全国大会等で実績のあるパラスポーツチーム

等に対しても支援を行う。 

○ 総合スポーツセンター体育館整備事業 25,000千円（債務負担行為 67,000千円） 

令和元年台風15号の被害により利用停止中の総合スポーツセンター体育館について、大規模 

大会が実施可能な競技スペースの確保や利便性を向上するため、現地での建替えを行う。 
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（3）総合スポーツセンター体育館整備事業（再掲） 25,000千円（債務負担行為 67,000千円） 

令和元年度台風15号の被害により利用停止中の総合スポーツセンター体育館について、新たに  

建替えを行う。 

（4）国際総合水泳場施設整備事業 39,273千円 

国際総合水泳場施設を、安全かつ快適に一般公衆の利用に供し、国際的な大会をはじめとする  

各種競技会に利用できる日本水泳連盟公認の水泳場として、必要な整備を行う。 
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文 化 振 興 課【 新 設 】 

 

 

１．文化行政推進事業 

（1）千葉･県民芸術祭 7,220千円 

県域で活動する芸術文化団体等による様々な分野にわたる公募展や公演について、県が共同開催 

することで、県民に日頃の文化活動の成果を発表する場と、多様な文化芸術を鑑賞・体験する機会を

提供する。 

（2）若者の文化芸術活動育成支援事業 1,200千円 

若者による自由で創造的なアマチュアの文化芸術活動に対し補助する。 

（3）県民芸術劇場公演事業 19,482千円 

県民に優れた舞台芸術を鑑賞する機会を提供するため、千葉交響楽団の公演を県内各地で行う。 

（4）学校における芸術鑑賞事業 30,194千円 

次代の文化を担う児童・生徒を対象として、質の高い演奏に触れる機会を提供するため、    

千葉交響楽団による巡回公演を実施する。 

（5）伝統芸能・洋楽～ふれあい体験事業 4,040千円 

小・中学生を対象に、邦楽・洋楽のプロの演奏者を派遣して、鑑賞及び楽器体験を行う。 

（6）千葉県少年少女オーケストラ育成事業 36,734千円 

（公財）千葉県文化振興財団の行う少年少女オーケストラ育成事業に対し補助することにより、 

次代を担う少年少女の音楽文化の向上とオーケストラ活動の普及を図る。 

あらゆる人々が文化芸術に親しみ、交流することで創り育む心豊かな県民生活と活力ある地域社

会の実現を目指し、文化芸術推進基本計画に基づき効果的な文化芸術振興施策を推進する。 

 重点事項  

○ 文化芸術施策の推進 27,220千円 

千葉・県民芸術祭により、県民に日頃の文化活動の成果を発表する場と、多様な文化芸術を 

鑑賞・体験する機会を提供する。また、本県の魅力的な文化芸術を発信する舞台公演を県民が 

参加できる形で行う。 

○ 千葉ブランド創出・地域活性化 79,600千円 

千葉の海の魅力を県内外に広く発信するため、新たなデザインやイメージカラーの選定等を 

行う。また、令和５年度の千葉県生誕 150周年に向けた取組の検討・準備や「ちば文化資産」の

追加選定及び記念切手の制作を行う。さらに、「県民の日」事業として千葉の文化や歴史、  

自然、産業等に触れ、体感できる行事等を県内各地で実施する。 

○ 千葉県文化会館大規模改修 198,769千円 

千葉県県有建物長寿命化計画に基づき、建設後 50 年以上を経過し、建物の老朽化が    

進んでいる千葉県文化会館について大規模改修を行う。 

○ 県立博物館・美術館の機能強化 13,793千円 

美術館は、県民にとってさらなる魅力向上に繋がる施策を検討し、活性化を図る。中央博物館

は博物館機能を集約・強化するにあたり、課題等を整理し、具体的な方策を検討していく。 
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（7）（公財）千葉交響楽団運営費補助 23,182千円 

本県のプロ・オーケストラである千葉交響楽団に対し、運営費の一部を補助することにより、県民

に親しまれるオーケストラとして定着させるとともに、本県の音楽文化の振興に資する。 

（8）「ちば文化交流ボックス」からの情報提供 

県ホームページに「ちば文化交流ボックス」を設け、ちばの文化情報を紹介するとともに、文化 

ボランティア活動を結びつける手助けをする。 

（9）「ちば」の文化芸術発信事業 20,000千円 

伝統文化等の保存・継承に取り組むとともに、文化芸術を通した自己表現や文化芸術活動の発展に

つなげるため、本県の魅力的な文化芸術を発信する舞台公演を県民が参加できる形で行う。 

（10）ちば文化資産活用事業 11,000千円 

「ちば文化資産」を現行の111件から150件に増加させ、併せて、「ちば文化資産」をテーマとした

オリジナル切手を作成する。 

（11）千葉ブランド創出・地域活性化事業 3,500千円 

千葉県の宝である海の魅力を県内外に広く発信するため、新たなデザインやイメージカラーの選定

等を行い、統一感のある魅力発信を行っていく。また、千葉県生誕 150 周年に向けた取組の検討・  

準備を行う。 

（12）「県民の日」事業 65,100千円 

県民が「県民の日」を通して千葉の魅力を再発見し、千葉アイデンティティーを醸成できるよう、

千葉の文化や歴史、自然、産業等に触れ、体感できる行事等を県内各地で実施する。 

（13）千葉県文化芸術推進基本計画推進事業 1,449千円 

令和４年３月に策定した「千葉県文化芸術推進基本計画」の進捗管理のため、県内で創造的・ 

先進的な文化芸術活動に取り組む有識者等を委員とする「千葉県文化芸術推進懇談会」を開催し、

文化芸術活動の現状や県の取組に関する意見をいただく。 

（14）障害者芸術文化活動支援事業 7,031千円 

障害者の自立と社会参加の促進を図るため、障害者の芸術文化活動に関わる支援センター等の設置

を行い、支援の枠組みを整備することで、障害者の芸術文化活動（美術、演劇、音楽等）の普及を 

支援する。 

 

２．県立文化会館運営事業 

（1）県立文化会館の管理運営事業 629,505千円 

本県の文化拠点である千葉県立文化会館４館の管理運営を指定管理者に行わせることにより、  

千葉県文化の振興を図る。 

（2）県立文化会館施設整備事業 143,469千円 

県立文化会館４館について、会館施設の適切な修繕等により施設の維持保全を図る。 

（3）千葉県文化会館大規模改修事業 198,769千円（債務負担行為 59,000千円） 

（継続費 11,743,000千円） 

千葉県県有建物長寿命化計画に基づき、建設後50年以上を経過し、建物の老朽化が進んでいる  

千葉県文化会館について大規模改修を行う。 
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３．県立博物館・美術館運営事業 

（1）県立博物館・美術館活動の充実 612,781千円 

県立博物館・美術館において、千葉県の貴重な歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等の資料の収集

や調査研究をはじめ、展覧会や各種講座、講演会等の教育普及事業を積極的に実施する。 

（2）県立博物館情報システムの整備 43,097千円 

県立博物館・美術館が所蔵する資料に関する情報をデータベース化し、インターネットを介して、

資料検索システムや、動画を取り入れたデジタルミュージアム等を、県民にわかりやすく提供すると

ともに、ホームページやメールマガジン等を通じて、様々な博物館情報を発信する。 

（3）県立博物館・美術館の整備 101,605千円 

県立博物館・美術館の機能強化のため、施設整備や改修等を行う。 

（4）千葉県立美術館活性化事業 8,793千円 

県立美術館が、県民にとって更に魅力ある施設となることを目指し、関係機関や関係団体等との 

連携強化を図るとともに、知名度の向上や新たな来館者層を開拓するための事業等を行う。 

（5）千葉県立中央博物館機能強化・魅力向上検討事業 5,000千円 

県立中央博物館へ博物館機能を集約・強化するにあたり、現時点での課題を整理し、博物館への 

社会のニーズを正確に捉えた上で、どのように機能強化を図り、千葉県の新しい博物館としての魅力

を向上させていくのかについて、検討を行う。 
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参考資料 

（１）各種審議会等設置状況 

名   称 設置年月日 設置の根拠 所 掌 事 務 （ 目 的 ） 構    成 

千葉県環境審議会 H6. 8. 1 
環境基本法 

自然環境保全法  

県の環境保全（自然環境の保全を含む）に

関する基本的事項のほか、各種法令等の 

規定に基づく事項について調査審議する。 

県議会議員     6名 

学識経験者    20名 

住民の代表者   13名 

市及び町村の代表者1名 

計40名   

         （47名以内） 

千葉県公害審査会 S46. 3.15 
千葉県行政組織

条例 

公害紛争処理法に基づき公害に係る紛争に

ついて、あっせん、調停又は仲裁を行う。

また、県環境保全条例に基づき、地下水位

の著しい低下に係る紛争について、   

あっせんを行う。 

人格が高潔で識見の  

高い者     13名 

 （9名以上15名以内） 

千葉県環境影響評価 

委 員 会 
H11. 4.30 

千葉県行政組織

条例 

千葉県環境影響評価条例に規定する事項 

その他環境影響評価に関し知事が必要と 

認める事項について調査審議し、これに 

関し必要と認める事項を知事に答申する。 

学識経験者       15名 

     (20名以内） 

千葉県自動車排出 

窒素酸化物総量削減 

計画等策定協議会 

H5. 2.18 

自動車から排出

される窒素酸化

物及び粒子状物

質の特定地域に

おける総量の削

減等に関する特

別措置法 

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく特定地域に

係る自動車排出窒素酸化物総量削減計画 

及び粒子状物質総量削減計画に定められる

べき事項について調査審議する。 

知事           1名 

公安委員会       1名 

関係市町         16名 

関係地方行政機関の職員  

         4名 

関係道路管理者  3名 

事業者の代表     3名 

住民の代表      3 名 

千葉県地質環境対策 

審 議 会 
H25. 7. 9 

千葉県行政組織

条例 

地盤沈下、地下水汚染及び土壌汚染の対策

に関する重要事項について、調査審議  

する。 

学識経験者      9名 

     (10名以内）  

千葉県廃棄物処理施設 

設置等審議会 
H25. 7. 9 

千葉県行政組織

条例 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の規定

による意見を具申し、並びに廃棄物処理 

施設に関し知事が必要と認める事項に  

ついて調査審議する。 

学識経験者        7名 

千 葉 県 安 全 安 心 

まちづくり推進協議会 
H16. 7.30 

千葉県安全で安

心なまちづくり

の促進に関する

条例 

防犯活動への取組に関する意見・情報交換

を行い、犯罪の起こりにくい環境づくりの

推進に資する。 

千葉県知事        1名 

議会代表者      1名 

行政関係          4名 

事業者団体       23名 

学校教育団体      8名 

被害者支援団体    9名 

県民・地域団体   20名 

千 葉 県 交 通 安 全 

対 策 会 議 
S45.10.15 

交通安全対策基

本法 

千葉県行政組織

条例 

千葉県交通安全計画を策定し、陸上交通の

安全に関する施策を総合的、計画的に推進

する。 

千葉県知事    1名 

県                8名 

千葉県警察本部長 1名 

千葉県教育長   1名 

指定地方行政機関  7名 

市町村            4名 

特別委員          3名 

千葉県交通安全対策 

推進委員会 
S46. 3. 1 

千葉県交通安全

対策推進委員会

会則 

千葉県の交通安全対策を各交通安全推進 

機関・団体及び県民が一体となって推進

し、「交通安全県ちば」の実現を図る。 

県、県警、各交通安全推

進機関・団体  

236団体 

千葉県消費者行政 

審 議 会 
S50.12 

千葉県行政組織

条例 

消費生活の安定及び向上に関する施策の 

策定及び実施に関する重要な事項を調査 

審議する｡ 

学識経験者        5名 

消費者代表者      4名 

事業者代表者      4名 

              計13名 

     （20名以内） 
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（注）定数と現定数に相違がある場合は（ ）内に定数を示した。 

名  称 設置年月日 設置の根拠 所 掌 事 務 （ 目 的 ） 構    成 

千葉県暴力団排除 

推 進 会 議 
H26. 2. 7 

千葉県暴力団排

除条例 

千葉県暴力団排

除推進会議設置

要綱 

県、市町村、県民、事業者等が、相互に

連携・協力して、暴力団排除を推進し、

安全で安心できる県民生活の実現を  

図る。 

千葉県知事 1名 

議会の代表 2名 

行政関係 12名 

警察関係 9名 

市町村関係 2名 

事業者団体 3名 

関係団体等 5名 

千葉県県民活動推進 

懇 談 会 
R4. 2.16 

千葉県県民活動

推進懇談会設置

要綱 

県民活動の推進に当たり、市民活動団体

等、関係する各分野の立場からの意見等

を行う。 

有識者 

市民活動団体関係者 

社会福祉協議会関係者 

企業関係者 

市町村関係者 

         10名以内 

千葉県青少年問題 

協 議 会 
S28. 7.25 

地方青少年問題

協議会法 

千葉県行政組織

条例 

・青少年の健全育成に関する調査審議、

関係機関相互の連絡調整を図る。 

・千葉県青少年健全育成条例第 24 条  

第 1 項の規定による知事の諮問事項の 

審議 

学識経験者        4名 

議会代表者        1名 

家庭裁判所        1名 

関係機関等       5名 

計11名 

(15名以内) 

千葉県スポーツ推進 

審 議 会 
R4. 4.1 

千葉県行政組織

条例 

スポーツの推進に関する重要事項に  

ついて調査審議すること及びスポーツ 

基本法（平成二十三年法律第七十八号）

第三十五条前段の規定による意見を具申

すること。 

学識経験者        10名 

千葉県文化芸術推進 

懇 談 会 
R4. 3.22 

千葉県文化芸術

推進懇談会設置

要綱 

本県の文化芸術の振興に当たり、関係 

する各分野の立場からの意見等を行う。 

学識経験者        3名 

文化施設関係者  1名 

文化団体関係者  1名 

市町村関係者   1名 

教育関係者    1名 

企業関係者    1名 

関係機関等      3名 

計11名 

千葉県博物館協議会 H18.4.1 

博物館法 

教育機関設置条

例 

県立美術館・博物館の運営に関し、関係

する各分野の立場から、館長の諮問に 

応じるとともに、館長に対して意見を 

行う。 

学校教育関係者    2名 

社会教育関係者    1名 

家庭教育関係者   1名 

学識経験者        6名 

計10名 

美 術 館 資 料 審 査 

委 員 会 
S53.6.23 

千葉県美術館資

料審査委員会及

び千葉県博物館

資料審査委員会

規定 

美術館資料の購入及び寄付受入れに  

ついて審査を行う。 

日本画部会       2名 

洋画部会        2名 

彫塑 部会          2名 

工芸部会         2名 

書道部会      2名 

計10名 

(20名以内) 

博 物 館 資 料 審 査 

委 員 会 
S53.6.23 

千葉県美術館資

料審査委員会及

び千葉県博物館

資料審査委員会

規定 

博物館資料の購入及び寄付受入れに  

ついて審査を行う。 

絵画部会      2名 

工芸部会           3名 

古文書部会         2名 

民俗部会         2名 

動物部会          2名 

植物部会      2名 

地学部会      2名 

理工部会      2名 

計17名 

        (20名以内) 
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（２）関係団体一覧 

名       称 郵便番号 所 在 地 電話番号 関係課 

（一財）千葉県環境財団 260-0024 千葉市中央区中央港 1-11-1 (043)246-2078 環境政策課 

（一社）千葉県環境保全協議会 260-0854 
千葉市中央区長洲 1-15-7 

千葉県森林会館内 
(043)224-5827 環境政策課 

（公財）成田空港周辺地域 

共 生 財 団 
286-0033 成田市花崎町 750-1 (0476)20-1775 大気保全課 

（一社）千葉県トラック協会 261-0002 千葉市美浜区新港 212-10 (043)247-1131 大気保全課 

（一社）千葉県バス協会 260-0855 
千葉市中央区市場町 7-9 

千葉県土地開発公社内 
(043)215-8805 大気保全課 

（一社）日本自動車販売協会 

連合会千葉県支部 
261-0002 千葉市美浜区新港 207 (043)242-3321 大気保全課 

（一社）千葉県自動車整備 

振 興 会 
261-0002 千葉市美浜区新港 156 (043)241-7251 大気保全課 

（公社）千葉県浄化槽検査 

セ ン タ ー 
260-0024 千葉市中央区中央港 1-11-1 (043)246-6283 水質保全課 

（ 一社）千葉県環境保全 

セ ン タ ー 
260-0024 千葉市中央区中央港 1-11-1 (043)245-4222 水質保全課 

（公財） 印旛沼環境基金 285-8533 
佐倉市宮小路町 12 

印旛郡市広域市町村圏事務組合内 
(043)485-0397 水質保全課 

（ 一 社 ） 千 葉 県 猟 友 会 260-0854 
千葉市中央区長洲 1-15-7 

千葉県森林会館内 
(043)222-6033 自然保護課 

（一財）千葉県勝浦海中公園 

セ ン タ ー 
299-5242 勝浦市吉尾 174 (0470)76-2955 自然保護課 

千葉県環境衛生促進協議会 260-8667 
千葉市中央区市場町 1-1 

県庁循環型社会推進課内 
(043)223-2649 循環型社会推進課 

（一社）千葉県産業資源循環 

協 会 
260-0013 

千葉市中央区中央 3-3-1 

フジモト第一生命ビルディング５階 
(043)239-9920 廃棄物指導課 

千葉県産業廃棄物処理業 

協 同 組 合 
260-0013 

千葉市中央区中央 3-3-1 

フジモト第一生命ビルディング５階 
(043)301-2241 廃棄物指導課 

（公財）千葉県交通安全協会 261-0025 
千葉市美浜区浜田2-1  

千葉県警察本部交通部運転免許本部内 
(043)271-8481 くらし安全推進課 

（一社）千葉県安全運転管理 

協 会 
260-0854 

千葉市中央区長洲1-22-3 

羽田ビル３階 
(043)227-0073 くらし安全推進課 

（一社）千葉県ダンプカー協会 292-0834 
木更津市潮見4-18-8 

三栄港運ビル306 
(0438)38-0675 くらし安全推進課 

（公社）千葉犯罪被害者支援 

センター 
260-0013 

千葉市中央区中央3-9-16 

大樹生命千葉中央ビル７階 
(043)225-5451 くらし安全推進課 

千葉県生活協同組合連合会 260-0013 
千葉市中央区中央4-13-10 

千葉県教育会館５階 
(043)224-7753 くらし安全推進課 

日本貸金業協会千葉県支部 260-0045 
千葉市中央区弁天 1-2-8 

四谷学院ビル４階 
(043)284-4100 くらし安全推進課 
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名       称 郵便番号 所 在 地 電話番号 関係課 

（公財）あしたの日本を創る 

協 会 
113-0033 

東京都文京区本郷2-4-7 

大成堂ビル４階 
(03)6240-0778 くらし安全推進課 

千 葉 県 金 融 広 報 委 員 会 260-8667 
千葉市中央区市場町1-1 

県庁くらし安全推進課内 
(043)225-7141 くらし安全推進課 

（公財）千葉県暴力団追放 

県 民 会 議 
260-0013 

千葉市中央区中央4-13-7 

千葉県酒造会館内 
(043)254-8930 くらし安全推進課 

千葉県青少年団体連絡協議会 260-0001 千葉市中央区都町2-1-12 (043)309-8812 県民生活課 

千葉県青少年補導員連絡協議会 272-0015 
市川市鬼高1-1-4 

市川市少年センター内 
(047)320-3345 県民生活課 

千葉県青少年相談員連絡協議会 260-8667 
千葉市中央区市場町1-1 

県庁県民生活課内 
(043)223-2288 県民生活課 

「小さな親切」運動千葉県本部 

事 務 局 
261-0001 

千葉市美浜区幸町2-1-2  

千葉興業銀行お客様ｻｰﾋﾞｽ部内 
(043)243-2111 県民生活課 

（一社）千葉県障がい者 

ス ポ ー ツ 協 会 
263-0016 千葉市稲毛区天台6-5-1 (043)253-6111 生涯スポーツ振興課 

（公財）千葉県スポーツ協会 263-0011 
千葉市稲毛区天台町323 

千葉県総合スポーツセンター内 
(043)254-0023 競技スポーツ振興課 

（公財）千葉県文化振興財団 260-8661 千葉市中央区市場町11-2 (043)222-0077 文化振興課 

（ 公 財 ） 千 葉 交 響 楽 団 260-0855 千葉市中央区市場町11-2 (043)222-4231 文化振興課 

千葉県芸術文化団体協議会 260-8661 
千葉市中央区市場町11-2 

(公財)千葉県文化振興財団内 
(043)222-0077 文化振興課 

千 葉 県 美 術 会 260-0024 
千葉市中央区中央港1-10-1 

千葉県立美術館内 
(043)242-5587 文化振興課 

千 葉 県 博 物 館 協 会 260-8682 
千葉市中央区青葉町955-2 

千葉県立中央博物館内 
(043)265-3111 文化振興課 
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（３）環境生活部各課等の主な業務 

 

環 境 生 活 部 

 

１ 自然環境の保全に関すること。 

２ 公害の防止に関すること。 

３ 廃棄物の処理に関すること。 

４ 消費生活の安定及び向上、青少年の健全な育成、交通安全対策その他の県民生活の向上に関すること。 

５ 文化の振興に関すること。 

６ スポーツの振興に関すること。 

 

 

環 境 政 策 課 

 

１ 部内各課の連絡調整に関すること。 

２ 環境及び県民生活に関する政策の立案、調整及び評価に関すること。 

３ 環境保全に関する市町村との調整及び指導に関すること。 

４ 環境保全協定に関すること。 

５ 公害紛争処理法、特定工場における公害防止組織の整備に関する法律、公害健康被害の補償等に  

関する法律、環境影響評価法、千葉県環境影響評価条例等の施行に関すること。 

６ 環境研究センターに関すること。 

７ 環境審議会（薬務課及び自然保護課において所掌するものを除く。）、公害審査会及び環境影響評価

委員会に関すること。 

８ 千葉県環境財団に関すること。 

９ その他部内他課の所掌に属しない事項に関すること。 

 

 

大 気 保 全 課 

 

１ 大気汚染発生源に対する監視及び指導に関すること。 

２ 大気汚染状況の常時監視に関すること。 

３ 大気汚染防止のために必要な調査、測定、検査等に関すること。 

４ 大気汚染防止に関する技術研究の推進及び指導に関すること。 

５ 騒音、悪臭及び振動に関する調査、規制及び指導に関すること。 

６ 大気情報管理システムの総合的企画及び調整に関すること。 

７ 自動車公害の防止に係る企画、調査及び調整に関すること。 

８ 自動車公害の防止に係る事業に関すること。 

９ 石綿問題に関する総合対策に係る関係機関及び関係部課との連絡調整に関すること。 

10 大気汚染防止法、騒音規制法、悪臭防止法、振動規制法、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子

状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法、特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律、ダイオキシン類対策特別措置法（水質保全課において所掌する 

ものを除く。）、特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律、石綿による健康被害の救済に関する

法律（石綿健康被害救済基金に充てるための資金の拠出に限る。）、千葉県環境保全条例（自動車の 

使用に伴う環境への負荷の低減に係るもの(温暖化対策推進課において所掌するものを除く)に限る。）、

千葉県ディーゼル自動車から排出される粒子状物質の排出の抑制に関する条例、千葉県揮発性有機  
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化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例等の施行に関すること。 

11 自動車排出窒素酸化物総量削減計画等策定協議会に関すること。 

 

 

水 質 保 全 課 

 

１ 公共用水域及び地下水の水質の汚濁源に対する監視及び指導に関すること。 

２ 公共用水域及び地下水の水質の汚濁防止のために必要な調査、測定、検査等に関すること。 

３ 公共用水域及び地下水の水質の汚濁防止に関する技術研究の推進及び指導に関すること。 

４ 地盤沈下防止に関する調査及び指導に関すること。 

５ 湖沼水質保全計画の策定及び推進に関すること。 

６ 生活排水対策浄化槽推進事業に関すること。 

７ 工業用水法、建築物用地下水の採取の規制に関する法律、水質汚濁防止法、農用地の土壌の汚染防止

等に関する法律（土壌の汚染防止のための規制措置に係るものに限る。）、浄化槽法（建築指導課に 

おいて所掌するものを除く。）、湖沼水質保全特別措置法、ダイオキシン類対策特別措置法（水質の 

汚濁及び土壌の汚染に係るものに限る。）、土壌汚染対策法、千葉県浄化槽保守点検業者の登録に  

関する条例、千葉県環境保全条例（水質及び地質の保全に係るものに限る。）等の施行に関すること。 

 

 

自 然 保 護 課 

 

１ 自然保護に関する計画の策定及び連絡調整に関すること。 

２ 自然保護の推進に関すること。 

３ 自然保護に関する市町村の指導に関すること。 

４ 自然保護及び植物愛護に関する思想の普及及びかん養に関すること。 

５ 動物愛護に関する思想の普及及びかん養に関すること(衛生指導課において所掌するものを除く。)。 

６ 鳥獣による被害の防止に係る事業に関すること(農地・農村振興課において所掌するものを除く。)。 

７ 自然公園法、自然環境保全法、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律、千葉県立自然

公園条例、千葉県自然環境保全条例、千葉県自然公園施設設置管理条例、千葉県射撃場設置管理条例等

の施行に関すること。 

８ 環境審議会（自然環境保全法第51条第２項に関するもの（薬務課において所掌するものを除く。）に

限る。）に関すること。 

 

 

循 環 型 社 会 推 進 課 

 

１ 廃棄物の処理に関する総合調整に関すること。 

２ 廃棄物の処理に係る企画及び調査に関すること。 

３ 循環型社会づくりの推進及びエコタウンプランに関すること。 

４ 環境保全活動及び環境学習の推進に関すること。 

５ ちば環境再生基金に係る企画及び調整に関すること。 

６ 一般廃棄物の処理に係る市町村に対する技術的助言に関すること。 

７ 一般廃棄物処理施設（市町村が設置したものに限る。）の設置者及び管理者に対する指導に関する 

こと。 

８ 産業廃棄物の排出事業者の指導（多量排出事業者の処理計画に係るものに限る。）に関すること。 
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９ 下水道の終末処理場によるくみ取りし尿の処理に係る勧告及び維持管理の報告の徴収に関すること。 

10 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物指導課において所掌するものを除く。）、下水道の整備

等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法、資源の有効な利用の促進に関する法律、 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律、特定家庭用機器再商品化法、建設工事に

係る資材の再資源化等に関する法律（再資源化の実施に係るもの（廃棄物指導課において所掌するもの

を除く。）に限る。）、美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に

係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（森林課、漁港課、河川環境課及び港湾課において所掌

するものを除く。）及び使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律の施行に関すること。 

 

 

温 暖 化 対 策 推 進 課 

 

１ 地球温暖化対策に係る総合調整に関すること。 

２ 地球温暖化対策の推進に関すること（他課において所掌するものを除く。）。 

３ 次世代自動車の普及に関すること。 

４ 地球温暖化対策の推進に関する法律、気候変動適応法、千葉県環境保全条例（自動車の使用に伴う 

環境への負荷の低減を図るための長期計画及び指針に関することに限る。）の施行に関すること。 

 

 

廃 棄 物 指 導 課 

 

１ 産業廃棄物の処理の指導に係る企画及び調整に関すること。 

２ 一般廃棄物処理施設（循環型社会推進課において所掌するものを除く。）及び産業廃棄物処理施設の

設置者に対する指導に関すること。 

３ 産業廃棄物の排出事業者の指導（循環型社会推進課において所掌するものを除く。）に関すること。 

４ 産業廃棄物の処理業者の指導に関すること。 

５ 有害使用済機器の保管又は処分を業とする者の指導に関すること。 

６ 産業廃棄物の不適正な処理及び有害使用済機器の不適正な保管等に係る監視及び指導に関すること。 

７ 土砂等の埋立て等に係る指導及び監視に関すること。 

８ 再生土の埋立て等に係る指導及び監視に関すること。 

９ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（第２号から第６号までに掲げる事務に係るものに限る。）、 

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律、ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の 

推進に関する特別措置法、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（再資源化の実施に係る事業

者の指導に限る。）、使用済自動車の再資源化等に関する法律、千葉県土砂等の埋立て等による土壌の

汚染及び災害の発生の防止に関する条例、千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条例、千葉県硫酸 

ピッチの生成の禁止に関する条例、千葉県特定自動車部品のヤード内保管等の適正化に関する条例及び

千葉県再生土の埋立て等の適正化に関する条例の施行に関すること。 

10 廃棄物処理施設設置等審議会に関すること。 

 

 

く ら し 安 全 推 進 課 

 

１ 交通安全対策の総合企画に関すること。 

２ 交通安全思想の普及に関すること。 
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３ 交通安全対策に関する調査統計に関すること。 

４ 市町村が行う交通安全対策の指導に関すること。 

５ 交通事故相談に関すること。 

６ 県民の生活上の安全の確保に関する総合対策並びに関係機関及び関係部課との連絡調整に関する  

こと。 

７ 消費者行政に関すること。 

８ 金融の広報に関すること。 

９ 貸金業に関すること。 

10 新生活運動に関すること。 

11 消費生活協同組合法、割賦販売法、家庭用品品質表示法、不当景品類及び不当表示防止法、消費者 

基本法、交通安全対策基本法、消費生活用製品安全法、特定商取引に関する法律、貸金業法、ゴルフ場

等に係る会員契約の適正化に関する法律、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律、消費者  

安全法、千葉県暴走族及び暴走行為者等の追放の促進に関する条例、千葉県交通安全条例、千葉県安全

で安心なまちづくりの促進に関する条例、千葉県犯罪被害者等支援条例、千葉県消費生活の安定及び 

向上に関する条例、千葉県暴力団排除条例、千葉県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例等の

施行に関すること。 

12 生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律及び国民生活安定緊急措置法の

施行並びにこれらの法律の施行に係る総合調整に関すること。 

13 消費者センターに関すること。 

14 交通安全対策会議及び消費者行政審議会に関すること。 

 

 

県 民 生 活 課 

 

１ ボランティア活動、ＮＰＯ活動等の促進に関する総合対策並びに関係機関との連携及び関係部課との 

連絡調整に関すること。 

２ ボランティア活動、ＮＰＯ活動等の普及啓発に関すること。 

３ 特定非営利活動促進法の施行に関すること。 

４ 青少年に関する総合対策並びに関係機関及び関係部課との連絡調整に関すること。 

５ 青少年育成団体に関すること。 

６ 青少年相談員に関すること。 

７ 青少年育成施設に関すること。 

８ 子ども・若者育成支援推進法及び千葉県青少年健全育成条例等の施行に関すること。 

９ 青少年問題協議会に関すること。 

 

 

生 涯 ス ポ ー ツ 振 興 課 

 

１ スポーツ推進審議会及び千葉県体育・スポーツ推進計画に関すること。 

２ 「新たなスポーツ」の普及促進に関すること。 

３ 生涯スポーツの振興に関すること。 

４ パラスポーツの振興に関すること。 

５ 障害者スポーツ・レクリエーションセンターに関すること。 

６ ちばアクアラインマラソンに関すること。 
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競 技 ス ポ ー ツ 振 興 課 

 

１ スポーツ大会及び競技会に関する指導及びその実施に関すること。 

２ 競技スポーツに係る国庫補助に関すること。 

３ 競技スポーツ団体の育成に関すること。 

４ 競技スポーツ指導者の育成に関すること。 

５ スポーツ施設の設置及び運営の指導に関すること。 

６ 総合スポーツセンター及び国際総合水泳場に関すること。 

７ 千葉県スポーツ協会に関すること。 

 

 

文 化 振 興 課 

 

１ 文化振興に係る企画及び調整に関すること。 

２ 文化活動の推進に関すること。 

３ 著作権の普及・啓発に関すること。 

４ 千葉県文化振興財団に関すること。 

５ 千葉交響楽団に関すること。 

６ 県民の日に関すること。 

７ 博物館等文化施設に係る国庫補助に関すること。 

８ 千葉県美術品等取得基金の管理に関すること。 

９ 文化芸術基本法及び千葉県文化芸術の振興に関する条例の施行に関すること。 

10 文化会館及び県立の博物館に関すること。 

 

 

環 境 研 究 セ ン タ ー 

 

１ 大気汚染、悪臭、騒音及び振動に係る公害の防止及び環境の保全のための調査研究並びに環境放射能

の調査研究に関すること。 

２ 廃棄物及び化学物質に係る調査研究に関すること。 

３ 水質環境に係る調査研究に関すること。 

４ 地質環境に係る調査研究に関すること。 

５ 環境に係る研修及び啓発・環境学習に関すること。 

６ 地域気候変動適応センターに関すること。 

 

 

消 費 者 セ ン タ ー 

 

１ 消費生活に関する相談及び苦情の処理に関すること。 

２ 消費生活に関する商品の試験及び検査に関すること。 

３ 消費生活に関する講座、講習会等の開催及び資料等の展示に関すること。 

４ 消費生活に関する情報の収集及び提供に関すること。 

５ その他センターの設置の目的を達成するために必要な業務に関すること。 
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美 術 館 

 

１ 千葉県ゆかりの美術・文化を中心とした資料収集・保存に関すること。 

２ 美術資料や調査・研究成果の蓄積と、その情報の発信に関すること。 

３ 専門性や体験を重視した生涯学習機会の提供と、美術や文化を愛する人材育成に関すること。 

４ 美術を通した地域づくりの支援に関すること。 

 

 

中 央 博 物 館 

 

１ 自然と歴史に関する資料・情報の収集・保存に関すること。 

２ 自然と歴史に関する調査・研究、展示・情報発信、教育・普及に関すること。 

３ その他中央博物館の設置目的を達成するために必要な業務に関すること。 

 

 

現 代 産 業 科 学 館 

 

１ 鉄鋼・石油・電力などの本県の基幹産業や、先端技術産業等に応用された科学技術の調査研究・資料

収集・保存・展示に関すること。 

２ 本県産業に関わる歴史的資料の保存と県内外への情報発信に関すること。 

３ 科学技術や文化に親しむ場として実施する、子どもから大人まで体験できる展示・演示実験、各種 

教育普及事業に関すること。 

４ 産業界、学校教育、NPO組織等と連携した、専門性を持った幅広い活動に関すること。 

 

 

関 宿 城 博 物 館 

 

１ 房総の河川を中心とした川の歴史・民俗・土木技術や近世関宿藩の調査研究に関すること。 

２ 房総の河川、河川交通と伝統産業及び関宿藩関係資料の展示に関すること。 

３ 河川及び関宿藩に関する資料収集・保管に関すること。 

４ 県民の生涯学習促進を図る展示図録等の刊行及び講演会・研究会・史跡探訪会に関すること。 

 

 

地域振興事務所企画課 

 

１ 県民の日地域事業に関すること。 

２ 交通安全対策に関すること。 

３ 青少年の健全育成に関すること。 

４ 市町村の青少年問題協議会に関すること。 

５ 前各号に掲げるもののほか、県民生活の向上に関すること。 

※地域振興事務所は総務部の出先機関であるため、環境生活部関係業務について抜粋 
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地域振興事務所地域環境保全課 

 

１ 大気汚染発生源に対する監視及び指導に関すること。 

２ 水質汚濁源に対する監視及び指導に関すること。 

３ 浄化槽の設置者、管理者、保守点検業者及び清掃業者の指導に関すること。 

４ 一般廃棄物処理施設の設置者及び管理者に対する指導に関すること。 

５ 産業廃棄物の排出事業者及び処理業者並びに有害使用済機器の保管又は処分を業とする者の指導に 

関すること。 

６ 産業廃棄物及びポリ塩化ビフェニル廃棄物の不適正な処理並びに有害使用済機器の不適正な保管等に

係る監視及び指導に関すること。 

７ 大気汚染防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、水質汚濁防止法、湖沼水質保全特別措置法、

ダイオキシン類対策特別措置法、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、ポリ塩化ビフェニル

廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、使用済自動車の再資源化等に関する法律、鳥獣の保護

及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律等の施行に関すること。 

８ 千葉県環境保全条例、千葉県自然環境保全条例、千葉県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害

の発生の防止に関する条例、千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条例、千葉県硫酸ピッチの生成の

禁止に関する条例、千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例、

千葉県特定自動車部品のヤード内保管等の適正化に関する条例、千葉県再生土の埋立て等の適正化に 

関する条例等の施行に関すること。 

９ 前各号に掲げるもののほか環境の保全に関すること。 

※地域振興事務所は総務部の出先機関であるため、環境生活部関係業務について抜粋 
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（４）窓口・担当課連絡先一覧 

 

課  名 内        容 担当班・室等 電  話 

環 境 政 策 課 

公害の苦情相談について 

環境保全融資相談について 

環境影響評価制度（環境アセスメント）について 

三番瀬再生について 

政策室 

環境影響評価・指導班 

環境影響評価・指導班 

政策室 

(043)223-4660 

(043)223-4135 

(043)223-4138 

(043)223-4705 

大 気 保 全 課 

化学物質対策、ＰＲＴＲ法について 

アスベスト（石綿）対策について 

工場・事業場からのばい煙、粉じん、ＶＯＣ対策

について 

大気環境状況（光化学スモッグ、ＰＭ２．５  

など）について 

大気環境情報の電話サービスについて 

騒音・振動・悪臭について 

自動車交通公害対策について 

ディーゼル自動車排出ガス対策について 

オフロード法について 

大気指導班 

大気規制班 

大気規制班 

 

大気監視班 

 

大気監視班 

特殊公害班 

自動車環境対策班 

自動車環境対策班 

自動車環境対策班 

(043)223-3802 

(043)223-3804 

(043)223-3804 

 

(043)223-3803 

 

(043)223-0551 

(043)223-3805 

(043)223-3810 

(043)223-3810 

(043)223-3810 

水 質 保 全 課 

工場・事業場からの排水関係について 

浄化槽について 

公共用水域（河川・湖沼・海）及び地下水の水質

関係について 

手賀沼、印旛沼の水質浄化について 

地盤沈下、地下水採取規制について 

地下水汚染、土壌汚染について 

水質指導・規制班 

浄化槽班 

水質監視班 

 

湖沼浄化対策班 

地盤沈下対策班 

地質汚染対策班 

(043)223-3871 

(043)223-3813 

(043)223-3816 

 

(043)223-3821 

(043)223-3822 

(043)223-3812 

自 然 保 護 課 

工場・事業場の緑化協定及び自然環境保全協定に

関すること 

生物多様性に関すること 

外来種対策に関すること（鳥獣関係以外） 

外来種対策に関すること（鳥獣関係） 

自然公園の規制等について 

首都圏自然歩道（関東ふれあいの道）等に関すること 

鳥獣の捕獲許可に関すること 

鳥獣保護区等の規制等について 

狩猟免許に関すること 

自然環境企画班 

 

生物多様性センター 

生物多様性センター 

鳥獣対策班 

施設管理班 

施設管理班 

狩猟・保護班 

狩猟・保護班 

狩猟・保護班 

(043)223-2971 

 

(043)265-3601 

(043)265-3601 

(043)223-2058 

(043)223-2056 

(043)223-2059 

(043)223-2972 

(043)223-2972 

(043)223-2972 

循 環 型 社 会 

推 進 課 

廃棄物処理計画について 

一般廃棄物の処理に係る市町村への技術的助言に

ついて 

災害廃棄物処理に関すること 

バイオマスの活用について 

産業廃棄物多量排出事業者の指導について 

海岸漂着物処理推進法について 

環境学習について 

廃棄物の発生抑制・再使用・再資源化について 

資源循環企画室 

資源循環企画室 

 

資源循環企画室 

資源循環企画室 

資源循環企画室 

環境保全活動推進班 

環境保全活動推進班 

環境保全活動推進班 

(043)223-2759 

(043)223-2758 

 

(043)223-2758 

(043)223-2759 

(043)223-2759 

(043)223-2760 

(043)223-2760 

(043)223-2760 
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課  名 内        容 担当班・室等 電  話 

温 暖 化 対 策 

推 進 課 

地球温暖化対策に関すること 

地球温暖化対策実行計画について 

エコオフィスプランについて 

 

次世代自動車の普及に関すること 

企画調整班 

企画調整班 

エコオフィス・次世代自動

車推進班 

エコオフィス・次世代自動

車推進班 

(043)223-4645 

(043)223-4139 

(043)223-4564 

 

(043)223-4564 

 

廃棄物指導課 

県外産業廃棄物の適正処理について 

産業廃棄物管理票交付状況報告書について 

ＰＣＢ廃棄物対策に関すること 

産業廃棄物排出事業者の適正処理の推進について 

自動車リサイクル法・フロン排出抑制法に基づく 

許可・登録について 

ヤード対策に関すること 

有害使用済機器の保管等に関すること 

残土について 

再生土の埋立て等について 

産業廃棄物収集運搬業（許可）に関すること 

産業廃棄物処分業（許可）に関すること 

産業廃棄物の不法投棄について 

指導企画班 

指導企画班 

指導企画班 

指導企画班 

ヤード対策班 

 

ヤード対策班 

ヤード対策班 

残土・再生土対策班 

残土・再生土対策班 

産業廃棄物指導室 

産業廃棄物指導室 

監視指導室 

(043)223-2757 

(043)223-2757 

(043)223-2757 

(043)223-2757 

(043)223-4658 

 

(043)223-4658 

(043)223-3275 

(043)223-2641 

(043)223-2854 

(043)223-2654 

(043)223-2655 

(043)223-3801 

く ら し 安 全 

推 進 課 

交通安全運動、その他啓発活動等について 

交通安全推進隊について 

交通安全教育について 

交通安全教育ビデオ等の貸出しについて 

交通安全教育推進員派遣について 

交通事故相談について 

安全･安心まちづくりに関すること 

犯罪被害者等相談に関すること 

消費者行政に関すること 

事業者指導に関すること 

貸金業に関すること 

暴力団の排除推進に関すること 

交通安全対策室 

交通安全対策室 

交通安全対策室 

交通安全対策室 

交通安全対策室 

交通安全対策室 

防犯対策推進室 

防犯対策推進室 

消費者安全推進室 

消費者安全推進室 

消費者安全推進室 

暴力団排除推進室 

(043)223-2263 

(043)223-2263 

(043)223-2263 

(043)223-2263 

(043)223-2263 

(043)223-2263 

(043)223-2333 

(043)223-2267 

(043)223-2292 

(043)223-2262 

(043)223-2271 

(043)223-2364 

県 民 生 活 課 

県民活動の広報及び普及啓発について 

市民活動団体の連携の促進等について 

特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）について 

青少年健全育成に関すること 

県民活動推進班 

県民活動推進班 

ＮＰＯ法人班 

子ども・若者育成支援室 

(043)223-4147  

(043)223-4133 

(043)223-4137 

(043)223-2330 

生涯スポーツ 

振 興 課 

体育・スポーツ推進計画関係 

「新たなスポーツ」の普及促進 

東京オリンピック・パラリンピック関係 

生涯スポーツ関係 

パラスポーツ関係 

ちばアクアラインマラソン関係 

企画調整班 

企画調整班 

企画調整班 

生涯スポーツ室 

生涯スポーツ室 

ちばアクアラインマラソン準備室 

(043)223-2449 

(043)223-2449 

(043)223-2449 

(043)223-4105 

(043)223-3483 

(043)223-4107 
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課  名 内        容 担当班・室等 電  話 

競技スポーツ 

振 興 課 

総合スポーツセンターに関すること 

国際総合水泳場に関すること 

競技力向上推進本部事業に関すること 

アスリート強化支援に関すること 

施設・調整班 

施設・調整班 

競技スポーツ班 

競技スポーツ班 

(043)223-4106 

(043)223-4106 

(043)223-4104 

(043)223-4104 

文 化 振 興 課 

千葉県文化芸術推進基本計画について 

文化の振興について 

県民の日について 

県立文化会館に関すること 

千葉・県民芸術祭について 

県立博物館・美術館について 

企画調整班 

文化振興班 

文化振興班 

文化振興班 

文化振興班 

学芸振興室 

(043)223-2408 

(043)223-2406 

(043)223-2406 

(043)223-3945 

(043)223-3945 

(043)223-4127 

環境研究センター 

調査研究の企画及び環境学習関係 

地域気候変動適応センター関係 

大気・悪臭・騒音関係 

廃棄物・化学物質関係 

水質関係 

地質関係 

企画情報室 

企画情報室 

大気騒音振動研究室 

廃棄物・化学物質研究室 

水質環境研究室 

地質環境研究室 

(0436)24-5309 

(0436)24-5309 

(0436)21-6371 

(0436)23-7777 

(043)243-2935 

(043)243-0261 

消費者センター 

消費者契約、販売方法、商品・役務等に関する相談 

事業者の個人情報の取り扱いに関する苦情相談 

多重債務に関する相談 

(047)434-0999 

美 術 館 

施設管理他、庶務に関すること 

美術館の教育普及事業に関すること 

美術館の展示事業に関すること 

庶務課 

普及課 

学芸課 

(043)242-8311 

中 央 博 物 館 

施設管理他、庶務に関すること 

中央博物館の教育普及事業に関すること 

中央博物館の企画及び内外調整に関すること 

千葉県の地学に関すること 

千葉県の動物に関すること 

千葉県の植物に関すること 

千葉県の歴史に関すること 

中央博物館の収蔵資料管理及び活用に関すること 

生態園・フィールドミュージアムに関すること 

環境教育に関すること 

分館の海の博物館に関すること 

大利根分館に関すること 

大多喜城分館に関すること 

庶務課 

教育普及課 

企画調整課 

地学研究科 

動物学研究科 

植物学研究科 

歴史学研究科 

資料管理研究科 

生態学・環境研究科 

環境教育研究科 

分館海の博物館 

大利根分館 

大多喜城分館 

 

 

 

 

 

(043)265-3111 

 

 

 

 

(0470)76-1133 

(0478)56-0101 

(0470)82-3007 

現代産業科学館 

施設管理他、庶務に関すること 

現代産業科学館の教育普及事業に関すること 

現代産業科学館の展示事業に関すること 

庶務課 

普及課 

学芸課 

(047)379-2000 

関宿城博物館 
施設管理他、庶務に関すること 

関宿城博物館に関すること 

庶務課 

学芸課 
(04)7196-1400 
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ホームページＵＲＬ 

 

千葉県庁のＨＰ https://www.pref.chiba.lg.jp/ 

環 境 政 策 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/kansei/index.html 

大 気 保 全 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/taiki/index.html 

光化学スモッグ情報 
ＰＭ２．５等情報 

https://www.air.taiki.pref.chiba.lg.jp/ 

〃（携帯電話） https://www.air.taiki.pref.chiba.lg.jp/k/ 

水 質 保 全 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/suiho/index.html 

自 然 保 護 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/shizen/index.html 

生物多様性センター http://www.bdcchiba.jp/index.html 

循環型社会推進課 https://www.pref.chiba.lg.jp/shigen/index.html 

温暖化対策推進課 https://www.pref.chiba.lg.jp/ontai/index.html 

廃 棄 物 指 導 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/haishi/index.html 

くらし安全推進課 https://www.pref.chiba.lg.jp/seikouan/index.html 

県 民 生 活 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/kkbunka/index.html 

ＮＰＯ・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ情報ﾈｯﾄ https://www.pref.chiba.lg.jp/kkbunka/npo/nponet-link.html 

ちばボランティア情報局 https://www.facebook.com/chibavola2020/ 

生涯スポーツ振興課 https://www.pref.chiba.lg.jp/shousupo/index.html 

競技スポーツ振興課 https://www.pref.chiba.lg.jp/kyousupo/index.html 

文 化 振 興 課 https://www.pref.chiba.lg.jp/bunshin/index.html 

ちば文化交流ボックス https://www.pref.chiba.lg.jp/kkbunka/box.html 

環境研究センター https://www.pref.chiba.lg.jp/wit/index.html 

消費者センター https://www.pref.chiba.lg.jp/customer/index.html 

美 術 館 http://www2.chiba-muse.or.jp/ART/ 

中 央 博 物 館 http://www2.chiba-muse.or.jp/NATURAL/ 

現代産業科学館 http://www2.chiba-muse.or.jp/SCIENCE/ 

関 宿 城 博 物 館 http://www2.chiba-muse.or.jp/SEKIYADO/ 


